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第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 15,000,000

第一種優先株式 35,000

第二種優先株式 100,000

第三種優先株式 695,000

第四種優先株式 242,087

第五種優先株式 250,000

第六種優先株式 300,000

計 16,622,087

(注) １ 「当会社の発行する株式の総数は、16,766,933株とし、このうち15,000,000株は普通株式、67,000株は

第一種優先株式、100,000株は第二種優先株式、800,000株は第三種優先株式、249,933株は第四種優先株

式、250,000株は第五種優先株式、300,000株は第六種優先株式とする。ただし、株式の消却または第一種

優先株式、第二種優先株式、第三種優先株式、第四種優先株式もしくは第五種優先株式の普通株式への転

換があったときは、これに相当する株式数を減ずる。」旨定款(平成16年６月29日変更)に定めております。 

 なお、定款変更後当事業年度の末日までに第一種優先株式32,000株、第三種優先株式105,000株、第四

種優先株式7,846株がそれぞれ普通株式に転換されております。 

２ 当事業年度末日後、有価証券報告書の提出日までに第四種優先株式が普通株式に転換されたことに伴い、

会社が発行する株式の総数は、第四種優先株式が92,979株減少し149,108株に、全種類の株式の合計が

92,979株減少し16,529,108株になっております。なお、平成17年６月１日から有価証券報告書を提出する

日までに優先株式の転換により減少した株式数は控除されておりません。 
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② 【発行済株式】 

 

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成17年３月31日)

提出日現在 
発行数(株) 

(平成17年６月30日)

上場証券取引所名又 
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 6,273,792.49 7,167,819.59

東京証券取引所 
(市場第一部) 
大阪証券取引所 
(市場第一部) 
名古屋証券取引所 
(市場第一部) 

完全議決権株式であ
り、権利内容に何ら
限定のない当社にお
ける標準となる株式
(注)１ 

第一種優先株式 35,000 同左 ― (注)１，２ 

第二種優先株式 100,000 同左 ― (注)３ 

第三種優先株式 695,000 同左 ― (注)１，４ 

第１回第四種優先株式 4,175 同左 ― (注)１，５ 

第２回第四種優先株式 4,175 同左 ― (注)１，５ 

第３回第四種優先株式 4,175 同左 ― (注)１，５ 

第４回第四種優先株式 4,175 同左 ― (注)１，５ 

第５回第四種優先株式 4,175 同左 ― (注)１，５ 

第６回第四種優先株式 4,175 同左 ― (注)１，５ 

第７回第四種優先株式 4,175 同左 ― (注)１，５ 

第８回第四種優先株式 4,175 同左 ― (注)１，５ 

第９回第四種優先株式 4,175 同左 ― (注)１，５ 

第10回第四種優先株式 4,175 同左 ― (注)１，５ 

第11回第四種優先株式 4,175 同左 ― (注)１，５ 

第12回第四種優先株式 4,175 同左 ― (注)１，５ 

第13回第四種優先株式 107,087 14,108 ― (注)１，６ 

第１回第六種優先株式 70,001 同左 ― (注)７ 

計 7,330,980.49 8,132,028.59 ― ― 
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(注) １ 提出日現在の発行数には、平成17年６月１日から有価証券報告書を提出する日までの優先株式の転換に

よる株式数の増減及び新株予約権の行使により発行された株式数は含まれておりません。 

２ 第一種優先株式の主な内容は次のとおりであります。 

(イ)優先配当金 

(a) 当社は、利益配当を行うときは、第一種優先株式を有する株主(以下「第一種優先株主」という)ま

たは第一種優先株式の登録質権者(以下「第一種優先登録質権者」という)に対し、普通株式を有す

る株主(以下「普通株主」という)または普通株式の登録質権者(以下「普通登録質権者」という)に

先立ち、第一種優先株式1株につき10,500円の利益配当金(以下「優先配当金」という)を支払う。

ただし、当該営業年度において下記(ロ)に定める優先中間配当金を支払ったときは、当該優先中間

配当金を控除した額を支払うものとする。 

(b) ある営業年度において第一種優先株主または第一種優先登録質権者に対して支払う利益配当金の額

が優先配当金の額に満たないときは、その不足額は翌営業年度以降に累積しない。 

(c) 第一種優先株主または第一種優先登録質権者に対しては優先配当金を超えて配当を行わない。 

(ロ)優先中間配当金 

当社は、中間配当を行うときは、第一種優先株主または第一種優先登録質権者に対し、普通株主また

は普通登録質権者に先立ち、第一種優先株式1株につき5,250円を支払う。 

(ハ)残余財産の分配 

(a) 当社は、残余財産を分配するときは、第一種優先株主または第一種優先登録質権者に対し、普通株

主または普通登録質権者に先立ち、第一種優先株式1株につき3,000,000円を支払う。 

(b) 第一種優先株主または第一種優先登録質権者に対しては、前項のほか、残余財産の分配は行わない。 

(ニ)消却 

当社は、いつでも第一種優先株式を買い入れ、これを株主に配当すべき利益をもって当該買入価額に

より消却することができる。 

(ホ)議決権 

第一種優先株主は、株主総会において議決権を有しない。ただし、優先配当金を受ける旨の議案が定

時株主総会に提出されなかったときは当該定時株主総会より、優先配当金を受ける旨の議案が定時株

主総会において否決されたときは当該定時株主総会終結の時より、優先配当金を受ける旨の決議があ

る時までは議決権を有するものとする。 

(へ)株式の併合または分割、新株引受権等 

(a) 当社は、法令に定める場合を除き、第一種優先株式について株式の併合または分割は行わない。 

(b) 当社は、第一種優先株主に対し新株の引受権または新株予約権付社債の引受権を与えない。 

(ト)普通株式への転換 

第一種優先株主は、以下に定めるところにより第一種優先株式の普通株式への転換を請求することが

できる。 

① 転換請求期間 

当社の設立の日から平成21年２月26日まで。 

ただし、株主総会において権利を行使すべき株主を確定するための基準日の翌日から当該基準日の

対象となる株主総会終結の日までの期間を除く。 

② 転換の条件 

㋑転換価額 

転換価額は947,100円とする。 

㋺転換価額の修正 

転換価額は、当社の設立の日から平成20年８月１日までの毎年８月１日(以下「修正日」という)に、

各修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の東京証券取引所における当社の普通株式の普通取

引の毎日の終値(気配表示を含む)の平均値(終値のない日数を除く)に修正される。修正後転換価額

は、10円の位まで算出し、その10円の位を四捨五入する。ただし、修正後転換価額が947,100円(以

下「下限転換価額」という。ただし、下記㋩により調整される)を下回る場合には、下限転換価額

をもって修正後転換価額とする。なお、各修正日に先立つ45取引日目から各修正日までの間に下記

㋩により転換価額を調整すべき事由が生じた場合には、修正後転換価額は㋩に準じて調整される。 

㋩転換価額の調整 

ⓐ第一種優先株式発行後、次の(ⅰ)から(ⅲ)までの何れかに該当する場合には、転換価額は、下記

の算式(以下「転換価額調整式」という)により調整される。 
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   新発行の普通株式数×１株当りの払込金額既発行の

普通株式数
＋

時価 
調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額×

既発行の普通株式数＋新発行の普通株式数 

調整後転換価額は10円の位まで算出し、その10円の位を四捨五入する。 

ただし、転換価額調整式により算出される調整後転換価額が100,000円を下回る場合には、

100,000円を調整後転換価額とする。 

(ⅰ)転換価額調整式で使用する時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行する場合 

株主に引受権を付与するときはその割当日の翌日を、それ以外のときは払込期日の翌日を、調

整後転換価額の適用開始日とする。 

(ⅱ)株式分割により普通株式を発行する場合 

株式の分割のための株主割当日の翌日を、調整後転換価額の適用開始日とする。ただし、配当

可能利益を資本に組入れることを条件として株式分割を行う場合において、株式分割の割当日

が配当可能利益の資本組入を決議すべき株主総会の日よりも前であるときは、当該株主総会の

終結の日の翌日を、調整後転換価額の適用開始日とする。 

(ⅲ)転換価額調整式で使用する時価を下回る価額をもって普通株式に転換することができる株式

(以下「転換型株式」という)または転換価額調整式で使用する時価を下回る価額の払込をもっ

て普通株式の発行を請求できる新株予約権または新株予約権付社債を発行する場合 

株主に引受権を付与するときはその割当日の翌日を、それ以外のときは払込期日(無償で新株

予約権を発行する場合は発行の日)の翌日を、調整後転換価額の適用開始日とする。この場合、

調整後転換価額の適用開始日の前日に、発行される転換型株式の全額が普通株式に転換された

ものとみなし、またはすべての新株予約権が行使されたものとみなし、 調整後転換価額を算

出するものとする。以降の調整においては、かかるみなし株式数は、転換または新株予約権行

使の結果発行された株式数を上回る限りにおいて、既発行の普通株式数に算入される。 

ⓑ合併、資本の減少または普通株式の併合等により転換価額の調整を必要とする場合には、上記ⓐ

に準じて取締役会が適当と判断する価額に調整される。 

ⓒ転換価額調整式で使用する時価は、調整後転換価額の適用開始日(ただし、上記ⓐ(ⅱ)ただし書

きの場合には株主割当日)に先立つ45取引日目に始まる30取引日の東京証券取引所における当社

の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む)の平均値(終値のない日数を除く)とする。

ただし、平均値の計算は、10円の位まで算出し、その10円の位を四捨五入する。なお、調整後転

換価額の適用開始日に先立つ45取引日目から当該適用開始日までの間に上記ⓐにより転換価額を

調整すべき事由が生じた場合には、調整後転換価額は上記ⓐに準じて調整される。 

ⓓ転換価額調整式で使用する調整前転換価額は、調整後転換価額の適用開始日の前日において有効

な転換価額とする。 

ⓔ転換価額調整式で使用する既発行の普通株式数は、株主割当日がある場合はその日、株主割当日

がない場合は調整後転換価額の適用開始日の１ヵ月前の日における当社の発行済普通株式数とす

る。 

㋥転換により発行すべき普通株式数 

第一種優先株式の転換により発行すべき当社の普通株式数は、次のとおりとする。 

第一種優先株主が転換請求のために提出した第一種優先株式の発行価額総額転換により発行 
すべき普通株式数 

＝ 
転換価額 

発行すべき普通株式数の算出に当って１株未満の端数が生じたときは、１株の100分の１の整数倍

に当る端数はこれを端株原簿に記載または記録し、１株の100分の1に満たない部分はこれを切り上

げる。 

㋭転換により発行する株式の内容 

当社普通株式 

㋬転換請求受付場所 

東京都千代田区丸の内一丁目４番４号 

住友信託銀行株式会社 証券代行部 

㋣転換の効力発生 

転換の効力は、転換請求書および第一種優先株式の株券が上記㋬の転換請求受付場所に到着した日

に発生する。 

③ 一斉転換 

㋑転換請求期間中に転換の請求がなされなかった第一種優先株式は、同期間の末日の翌日(以下「一

斉転換日」という)をもって、１株につき3,000,000円を一斉転換日に先立つ45取引日目に始まる30

取引日の東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む)の平均

値(終値のない日数を除く)で除して得られる数の普通株式となる。平均値の計算は10円の位まで算

出し、その10円の位を四捨五入する。ただし、当該平均値が500,000円を下回るときは、第一種優

先株式1株につき3,000,000円をその金額で除して得られる数の普通株式となる。 
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㋺普通株式数の算出に当って１株の100分の１に満たない端数が生じたときは、商法に定める株式併

合の場合に準じてこれを取り扱う。 

④ 優先株式の転換と配当 

第一種優先株式の転換により発行された普通株式及び普通株式の端株に対する最初の利益配当金ま

たは中間配当金は、転換の請求または一斉転換が４月１日から９月30日までになされたときは４月

１日に、10月１日から翌年３月31日までになされたときは10月１日に、それぞれ転換があったもの

とみなしてこれを支払う。 

３ 第二種優先株式の主な内容は次のとおりであります。 

(イ)優先配当金 

(a) 当社は、利益配当を行うときは、第二種優先株式を有する株主(以下「第二種優先株主」という)ま

たは第二種優先株式の登録質権者(以下「第二種優先登録質権者」という)に対し、普通株主または

普通登録質権者に先立ち、第二種優先株式1株につき28,500円の利益配当金(以下「優先配当金」と

いう)を支払う。ただし、当該営業年度において下記(ロ)に定める優先中間配当金を支払ったとき

は、当該優先中間配当金を控除した額を支払うものとする。 

(b) ある営業年度において第二種優先株主または第二種優先登録質権者に対して支払う利益配当金の額

が優先配当金の額に満たないときは、その不足額は翌営業年度以降に累積しない。 

(c) 第二種優先株主または第二種優先登録質権者に対しては優先配当金を超えて配当は行わない。 

(ロ)優先中間配当金 

当社は、中間配当を行うときは、第二種優先株主または第二種優先登録質権者に対し、普通株主また

は普通登録質権者に先立ち、第二種優先株式1株につき14,250円を支払う。 

(ハ)残余財産の分配 

(a) 当社の残余財産を分配するときは、第二種優先株主または第二種優先登録質権者に対し、普通株主

または普通登録質権者に先立ち、第二種優先株式1株につき3,000,000円を支払う。 

(b) 第二種優先株主または第二種優先登録質権者に対しては、前項のほか、残余財産の分配は行わない。 

(ニ)消却 

当社は、いつでも第二種優先株式を買い入れ、これを株主に配当すべき利益をもって当該買入価額に

より消却することができる。 

(ホ)議決権 

第二種優先株主は、株主総会において議決権を有しない。ただし、優先配当金を受ける旨の議案が定

時株主総会に提出されなかったときは当該定時株主総会より、優先配当金を受ける旨の議案が定時株

主総会において否決されたときは当該定時株主総会終結の時より、優先配当金を受ける旨の決議があ

る時までは議決権を有するものとする。 

(へ)株式の併合または分割、新株引受権等 

(a) 当社は、法令に定める場合を除き、第二種優先株式について株式の併合または分割は行わない。 

(b) 当社は、第二種優先株主に対し新株の引受権または新株予約権付社債の引受権を与えない。 

(ト)普通株式への転換 

第二種優先株主は、以下に定めるところにより第二種優先株式の普通株式への転換を請求することが

できる。 

① 転換請求期間 

平成17年８月１日から平成21年２月26日まで。 

ただし、株主総会において権利を行使すべき株主を確定するための基準日の翌日から当該基準日の

対象となる株主総会終結の日までの期間を除く。 

② 転換の条件 

㋑当初転換価額 

当初転換価額は、平成17年８月１日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の東京証券取引所におけ

る当社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む)の平均値(終値のない日数を除く)とす

る。当初転換価額は、10円の位まで算出し、その10円の位を四捨五入する。ただし、当該価額が

947,100円を下回る場合には、当初転換価額は947,100円とする(ただし、下記㋩により調整される)。 

㋺転換価額の修正 

転換価額は、平成18年８月１日から平成20年８月１日までの毎年８月１日(以下「修正日」という)

に、各修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の東京証券取引所における当社の普通株式の普

通取引の毎日の終値(気配表示を含む)の平均値(終値のない日数を除く)に修正される。修正後転換

価額は、10円の位まで算出し、その10円の位を四捨五入する。ただし、修正後転換価額が947,100

円(以下「下限転換価額」という。ただし、下記㋩により調整される)を下回る場合には、下限転換

価額をもって修正後転換価額とする。なお、各修正日に先立つ45取引日目から各修正日までの間に

下記㋩により転換価額を調整すべき事由が生じた場合には、修正後転換価額は㋩に準じて調整され

る。 



ファイル名:040_0800800101706.doc 更新日時:2005/06/28 3:43 印刷日時:05/07/06 3:54 

― 77 ― 

㋩転換価額の調整 

ⓐ第二種優先株式発行後、次の(ⅰ)から(ⅲ)までの何れかに該当する場合には、転換価額は、下記

の算式(以下「転換価額調整式」という)により調整される。 

   新発行の普通株式数×１株当りの払込金額 既発行の
普通株式数

＋
時価 調整後 

転換価額
＝ 

調整前 
転換価額 

× 
既発行の普通株式数＋新発行の普通株式数 

調整後転換価額は10円の位まで算出し、その10円の位を四捨五入する。 

ただし、転換価額調整式により算出される調整後転換価額が100,000円を下回る場合には、

100,000円を調整後転換価額とする。 

(ⅰ)転換価額調整式で使用する時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行する場合 

株主に引受権を付与するときはその割当日の翌日を、それ以外のときは払込期日の翌日を、調

整後転換価額の適用開始日とする。 

(ⅱ)株式分割により普通株式を発行する場合 

株式の分割のための株主割当日の翌日を、調整後転換価額の適用開始日とする。ただし、配当

可能利益を資本に組入れることを条件として株式分割を行う場合において、株式分割の割当日

が配当可能利益の資本組入を決議すべき株主総会の日よりも前であるときは、当該株主総会の

終結の日の翌日を、調整後転換価額の適用開始日とする。 

(ⅲ)転換価額調整式で使用する時価を下回る価額をもって普通株式に転換することができる株式

(以下「転換型株式」という)または転換価額調整式で使用する時価を下回る価額の払込をもっ

て普通株式の発行を請求できる新株予約権または新株予約権付社債を発行する場合 

株主に引受権を付与するときはその割当日の翌日を、それ以外のときは払込期日(無償で新株

予約権を発行する場合は発行の日)の翌日を、調整後転換価額の適用開始日とする。この場合、

調整後転換価額の適用開始日の前日に、発行される転換型株式の全額が普通株式に転換された

ものとみなし、またはすべての新株予約権が行使されたものとみなし、調整後転換価額を算出

するものとする。以降の調整においては、かかるみなし株式数は、転換または新株予約権行使

の結果発行された株式数を上回る限りにおいて、既発行の普通株式数に算入される。 

ⓑ合併、資本の減少または普通株式の併合等により転換価額の調整を必要とする場合には、上記ⓐ

に準じて取締役会が適当と判断する価額に調整される。 

ⓒ転換価額調整式で使用する時価は、調整後転換価額の適用開始日(ただし、上記ⓐ(ⅱ)ただし書

きの場合には株主割当日)に先立つ45取引日目に始まる30取引日の東京証券取引所における当社

の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む)の平均値(終値のない日数を除く)とする。

ただし、平均値の計算は、10円の位まで算出し、その10円の位を四捨五入する。なお、調整後転

換価額の適用開始日に先立つ45取引日目から当該適用開始日までの間に上記ⓐにより転換価額を

調整すべき事由が生じた場合には、調整後転換価額は上記ⓐに準じて調整される。 

ⓓ転換価額調整式で使用する調整前転換価額は、調整後転換価額の適用開始日の前日において有効

な転換価額とする。 

ⓔ転換価額調整式で使用する既発行の普通株式数は、株主割当日がある場合はその日、株主割当日

がない場合は調整後転換価額の適用開始日の１ヵ月前の日における当社の発行済普通株式数とす

る。 

㋥転換により発行すべき普通株式数 

第二種優先株式の転換により発行すべき当社の普通株式数は、次のとおりとする。 

第二種優先株主が転換請求のために提出した第二種優先株式の発行価額総額転換により発行 
すべき普通株式数 

＝ 
転換価額 

発行すべき普通株式数の算出に当って１株未満の端数が生じたときは、１株の100分の１の整数倍

に当る端数はこれを端株原簿に記載または記録し、１株の100分の１に満たない部分はこれを切り

上げる。 

㋭転換により発行する株式の内容 

当社普通株式 

㋬転換請求受付場所 

東京都千代田区丸の内一丁目４番４号 

住友信託銀行株式会社 証券代行部 

㋣転換の効力発生 

転換の効力は、転換請求書および第二種優先株式の株券が上記㋬の転換請求受付場所に到着した日

に発生する。 
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③ 一斉転換 

㋑転換請求期間中に転換の請求がなされなかった第二種優先株式は、同期間の末日の翌日(以下「一

斉転換日」という)をもって、１株につき3,000,000円を一斉転換日に先立つ45取引日目に始まる30

取引日の東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む)の平均

値(終値のない日数を除く)で除して得られる数の普通株式となる。平均値の計算は10円の位まで算

出し、その10円の位を四捨五入する。ただし、当該平均値が500,000円を下回るときは、第二種優

先株式1株につき3,000,000円をその金額で除して得られる数の普通株式となる。 

㋺普通株式数の算出に当って１株の100分の1に満たない端数が生じたときは、商法に定める株式併合

の場合に準じてこれを取り扱う。 

④ 優先株式の転換と配当 

第二種優先株式の転換により発行された普通株式及び普通株式の端株に対する最初の利益配当金ま

たは中間配当金は、転換の請求または一斉転換が４月１日から９月30日までになされたときは４月

１日に、10月１日から翌年３月31日までになされたときは10月１日に、それぞれ転換があったもの

とみなしてこれを支払う。 

４ 第三種優先株式の主な内容は次のとおりであります。 

(イ)優先配当金 

(a) 当社は、利益配当を行うときは、第三種優先株式を有する株主(以下「第三種優先株主」という)ま

たは第三種優先株式の登録質権者(以下「第三種優先登録質権者」という)に対し、普通株主または

普通登録質権者に先立ち、第三種優先株式1株につき13,700円の利益配当金(以下「優先配当金」と

いう)を支払う。ただし、当該営業年度において下記(ロ)に定める優先中間配当金を支払ったとき

は、当該優先中間配当金を控除した額を支払うものとする。 

(b) ある営業年度において第三種優先株主または第三種優先登録質権者に対して支払う利益配当金の額

が優先配当金の額に満たないときは、その不足額は翌営業年度以降に累積しない。 

(c) 第三種優先株主または第三種優先登録質権者に対しては、優先配当金を超えて配当は行わない。 

(ロ)優先中間配当金 

当社は、中間配当を行うときは、第三種優先株主または第三種優先登録質権者に対し、普通株主また

は普通登録質権者に先立ち、第三種優先株式１株につき6,850円を支払う。 

(ハ)残余財産の分配 

(a) 当社の残余財産を分配するときは、第三種優先株主または第三種優先登録質権者に対し普通株主ま

たは普通登録質権者に先立ち、第三種優先株式1株につき1,000,000円を支払う。 

(b) 第三種優先株主または第三種優先登録質権者に対しては、前項のほか、残余財産の分配は行わない。 

(ニ)消却 

当社は、いつでも第三種優先株式を買い入れ、これを株主に配当すべき利益をもって当該買入価額に

より消却することができる。 

(ホ)議決権 

第三種優先株主は、株主総会において議決権を有しない。ただし、優先配当金を受ける旨の議案が定

時株主総会に提出されなかったときは当該定時株主総会より、優先配当金を受ける旨の議案が定時株

主総会において否決されたときは当該定時株主総会終結の時より、優先配当金を受ける旨の決議があ

る時までは議決権を有するものとする。 

(へ)株式の併合または分割、新株引受権等 

(a) 当社は、法令に定める場合を除き、第三種優先株式について株式の併合または分割は行わない。 

(b) 当社は、第三種優先株主に対し新株の引受権または新株予約権付社債の引受権を与えない。 

(ト)普通株式への転換 

第三種優先株主は、以下に定めるところにより第三種優先株式の普通株式への転換を請求することが

できる。 

① 転換請求期間 

当社設立の日から平成21年９月30日まで。 

ただし、株主総会において権利を行使すべき株主を確定するための基準日の翌日から当該基準日の

対象となる株主総会終結の日までの期間を除く。 

② 転換の条件 

㋑転換価額 

転換価額は、644,200円とする。 
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㋺転換価額の修正 

転換価額は、平成15年10月１日以降平成18年10月１日までの毎年10月１日(以下「修正日」という)

に、各修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日(以下「時価算定期間」という)の東京証券取引

所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む)の平均値(終値のない日数を

除く)に修正される。 

修正後転換価額は、10円の位まで算出し、その10円の位を四捨五入する。ただし、修正後転換価額

が249,700円(以下「下限転換価額」という。ただし、下記㋩により調整される)を下回る場合には、

下限転換価額をもって修正後転換価額とする。 

㋩転換価額の調整 

ⓐ第三種優先株式発行後、次の(ⅰ)から(ⅲ)までの何れかに該当する場合には、転換価額は、下記

の算式(以下「転換価額調整式」という)により調整される。 

   新発行の普通株式数×１株当りの払込金額 既発行の
普通株式数

＋
時価 調整後 

転換価額
＝ 

調整前 
転換価額 

× 
既発行の普通株式数＋新発行の普通株式数 

調整後転換価額は10円の位まで算出し、その10円の位を四捨五入する。 

ただし、転換価額調整式により算出される調整後転換価額が100,000円を下回る場合には、

100,000円を調整後転換価額とする。 

(ⅰ)転換価額調整式で使用する時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行する場合 

株主に引受権を付与するときはその割当日の翌日を、それ以外のときは払込期日の翌日を、調

整後転換価額の適用開始日とする。 

(ⅱ)株式分割により普通株式を発行する場合 

株式の分割のための株主割当日の翌日を、調整後転換価額の適用開始日とする。 

ただし、配当可能利益を資本に組入れることを条件として株式分割を行う場合において、株式

分割の割当日が配当可能利益の資本組入を決議すべき株主総会の日よりも前であるときは、当

該株主総会の終結の日の翌日を、調整後転換価額の適用開始日とする。 

(ⅲ)転換価額調整式で使用する時価を下回る価額をもって普通株式に転換することができる株式

(以下「転換型株式」という)または転換価額調整式で使用する時価を下回る価額の払込をもっ

て普通株式の発行を請求できる新株予約権または新株予約権付社債を発行する場合 

株主に引受権を付与するときはその割当日の翌日を、それ以外のときは払込期日(無償で新株

予約権を発行する場合は発行の日)の翌日を、調整後転換価額の適用開始日とする。この場合、

調整後転換価額の適用開始日の前日に、発行される転換型株式の全額が普通株式に転換された

ものとみなし、またはすべての新株予約権が行使されたものとみなし、 調整後転換価額を算

出するものとする。ただし、当該発行される転換型株式の転換価額または新株予約権の行使に

際しての払込金額がその払込期日(無償で新株予約権を発行する場合は発行の日)または割当日

において確定しない場合には、転換または新株予約権の行使のされ得る最初の日を調整後転換

価額の適用開始日とし、その前日に、発行される転換型株式の全額が普通株式に転換、または

すべての新株予約権が行使されたものとみなす。 

ⓑただし、上記㋺に定める各時価算定期間の終了する日の翌日以降当該修正日前日までの間に転換

価額を調整すべき事由が発生した場合には、上記㋺により修正された修正後転換価額を調整前転

換価額として調整後転換価額を算出し、当該修正前転換価額については調整を行わないものとす

る。 

ⓒ合併、資本の減少または普通株式の併合等により転換価額の調整を必要とする場合には、取締役

会が適当と判断する価額に調整される。 

ⓓ転換価額調整式で使用する時価は、調整後転換価額の適用開始日(ただし、上記ⓐ(ⅱ)ただし書

きの場合には株主割当日)に先立つ45取引日目に始まる30取引日の東京証券取引所における当社

の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む)の平均値(終値のない日数を除く)とする。

ただし、平均値の計算は、10円の位まで算出し、その10円の位を四捨五入する。 

ⓔ転換価額調整式で使用する調整前転換価額は、調整後転換価額の適用開始日の前日において有効

な転換価額とする。 

ⓕ転換価額調整式で使用する既発行の普通株式数は、株主割当日がある場合はその日、株主割当日

がない場合は調整後転換価額の適用開始日の１ヵ月前の日における当社の発行済普通株式数とす

る。 

ⓖ転換価額調整式で使用する１株当りの払込金額とは、上記ⓐ(ⅰ)の場合には当該払込金額(金銭

以外の財産による払込の場合にはその適正な評価額)、上記ⓐ(ⅱ)の場合には0円、上記ⓐ(ⅲ)の

場合には当該転換価額または新株予約権の発行価額および行使に際しての払込金額の合計額をそ

れぞれいうものとする。 
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㋥下限転換価額の調整 

上記㋩により転換価額の調整を行う場合には、下限転換価額についても、転換価額調整式を、「転

換価額」を「下限転換価額」に置き換えたうえで適用して同様の調整を行い、上記㋩ⓒにより転換

価額の調整を行う場合には、下限転換価額についても取締役会が適当と判断する価額に変更される。

ただし、上記㋩ⓑに定める場合には、調整後下限転換価額は当該修正日以降これを適用するものと

する。 

㋭転換により発行すべき普通株式数 

第三種優先株式の転換により発行すべき当社の普通株式数は、次のとおりとする。 

第三種優先株主が転換請求のために提出した第三種優先株式の発行価額総額転換により発行 
すべき普通株式数 

＝ 
転換価額 

発行すべき普通株式数の算出に当って１株未満の端数が生じたときは、１株の100分の１の整数倍

に当る端数はこれを端株原簿に記載または記録し、１株の100分の１に満たない部分はこれを切り

上げる。 

㋬転換により発行する株式の内容 

当社普通株式 

㋣転換請求受付場所 

東京都千代田区丸の内一丁目４番４号 

住友信託銀行株式会社 証券代行部 

㋠転換の効力発生 

転換の効力は、転換請求書および第三種優先株式の株券が上記㋣の転換請求受付場所に到着した日

に発生する。 

③ 一斉転換 

㋑転換請求期間中に転換の請求がなされなかった第三種優先株式は、同期間の末日の翌日(以下「一

斉転換日」という)をもって、1株につき1,000,000円を一斉転換日に先立つ45取引日目に始まる30

取引日の東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む)の平均

値(終値のない日数を除く)で除して得られる数の普通株式となる。平均値の計算は10円の位まで算

出し、その10円の位を四捨五入する。ただし、当該平均値が258,330円を下回るときは、第三種優

先株式1株につき1,000,000円をその金額で除して得られる数の普通株式となる。 

㋺普通株式数の算出に当って１株の100分の1に満たない端数が生じたときは、商法に定める株式併合

の場合に準じてこれを取り扱う。 

④ 優先株式の転換と配当 

第三種優先株式の転換により発行された普通株式及び普通株式の端株に対する最初の利益配当金ま

たは中間配当金は、転換の請求または一斉転換が４月１日から９月30日までになされたときは４月

１日に、10月１日から翌年３月31日までになされたときは10月１日に、それぞれ転換があったもの

とみなしてこれを支払う。 

５ 第１回第四種優先株式、第２回第四種優先株式、第３回第四種優先株式、第４回第四種優先株式、第５

回第四種優先株式、第６回第四種優先株式、第７回第四種優先株式、第８回第四種優先株式、第９回第

四種優先株式、第10回第四種優先株式、第11回第四種優先株式、第12回第四種優先株式(以下、第1回か

ら第12回までの各回の第四種優先株式をそれぞれ「第１-12回第四種優先株式」という)の主な内容は次

のとおりであります。 

(イ)優先配当金 

(a) 当社は、利益配当を行うときは、第１-12回第四種優先株式を有する株主(以下「第１-12回第四種

優先株主」という)または第１-12回第四種優先株式の登録質権者(以下「第１-12回第四種優先登録

質権者」という)に対し、普通株主または普通登録質権者に先立ち、第１-12回第四種優先株式１株

につき135,000円(ただし、平成15年３月31日に終了する営業年度に係る優先配当金については、

19,500円とする)の利益配当金(以下「優先配当金」という)を支払う。ただし、当該営業年度にお

いて下記(ロ)に定める優先中間配当金を支払ったときは、当該優先中間配当金を控除した額を支払

うものとする。 

(b) ある営業年度において第１-12回第四種優先株主または第１-12回第四種優先登録質権者に対して支

払う利益配当金の額が優先配当金の額に満たないときは、その不足額は翌営業年度以降に累積しな

い。 

(c) 第１-12回第四種優先株主または第１-12回第四種優先登録質権者に対しては優先配当金を超えて配

当は行わない。 
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(ロ)優先中間配当金 

当社は、中間配当を行うときは、第１-12回第四種優先株主または第１-12回第四種優先登録質権者に

対し、普通株主または普通登録質権者に先立ち、第１-12回第四種優先株式1株につき67,500円を支払

う。 

(ハ)残余財産の分配 

(a) 当社の残余財産を分配するときは、第１-12回第四種優先株主または第１-12回第四種優先登録質権

者に対し普通株主または普通登録質権者に先立ち、第１-12回第四種優先株式1株につき3,000,000

円を支払う。 

(b) 第１-12回第四種優先株主または第１-12回第四種優先登録質権者に対しては、前項のほか、残余財

産の分配は行わない。 

(ニ)消却 

当社は、いつでも第１-12回第四種優先株式を買い入れ、これを株主に配当すべき利益をもって当該

買入価額により消却することができる。 

(ホ)議決権 

第１-12回第四種優先株主は、株主総会において議決権を有しない。ただし、優先配当金を受ける旨

の議案が定時株主総会に提出されなかったときは当該定時株主総会より、優先配当金を受ける旨の議

案が定時株主総会において否決されたときは当該定時株主総会終結の時より、優先配当金を受ける旨

の決議がある時までは議決権を有するものとする。 

(ヘ)株式の併合または分割、新株引受権等 

(a) 当社は、法令に定める場合を除き、第１-12回第四種優先株式について株式の併合または分割は行

わない。 

(b) 当社は、第１-12回第四種優先株主に対し新株の引受権または新株予約権付社債の引受権を与えな

い。 

(ト)普通株式への転換 

第１-12回第四種優先株主は、以下に定めるところにより第１-12回第四種優先株式の普通株式への転

換を請求することができる。  

① 転換請求期間 

平成15年２月８日から平成40年２月７日まで。 

② 転換の条件 

㋑転換価額 

転換価額は、322,300円とする。 

㋺転換価額の修正 

第１-12回第四種優先株主が当社に対し第１-12回第四種優先株式の転換を請求した日(以下「修正

日」という)において、転換価額は、(ⅰ)修正日の前日において有効な転換価額、または、(ⅱ)修

正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の東京証券取引所における普通株式の普通取引の毎日の

終値(気配表示を含む)の平均値(終値のない日数を除く)相当額(10円の位まで算出し、その10円の

位を四捨五入する)のいずれか小さい金額に修正される(以下「修正後転換価額」という)。ただし、

修正後転換価額が106,300円(ただし、下記㋩により調整される)(以下「下限転換価額」という)を

下回る場合には、下限転換価額をもって修正後転換価額とする。なお、修正日に先立つ45取引日目

から修正日までの間に下記㋩により転換価額を調整すべき事由が生じた場合には、修正後転換価額

は㋩に準じて調整される。なお、修正後転換価額は、修正日に転換請求がなされた当該各回第１-

12回第四種優先株式についてのみ適用される。 

㋩転換価額の調整 

ⓐ第１-12回第四種優先株式発行後、次の(i)から(v)までのいずれかに該当する場合には、転換価

額は、下記に定める各々該当する算式(以下「転換価額調整式」といい、転換価額調整式により

調整された転換価額を、以下「調整後転換価額」という)により調整される。 

(Ⅰ)下記(ⅰ)ないし(ⅲ)に該当する場合、転換価額調整式は、以下のとおりとする。 

   

新たに発行もしくは処分された普通
株式数または転換証券(下記(ⅲ)に
定義される)もしくは新株予約権(下
記(ⅲ)に定義される)に関する計算
の場合は、それらの転換もしくは行
使により新たに発行もしくは処分さ
れ得る普通株式数 

× 

普通株式１株当り
の払込金額(転換証
券の転換または新
株予約権の行使に
当り交付された 
対価を含む) 

 
 
 
 
 
 

既発行 
普通株式数

＋
時価 調整後 

転換価額
 
 
 
 
 

＝ 
調整前 
転換価額 

 
 
 
 
 

× 
 
 
 
 
 

既発行普通株式数
 
 
 
 
 

＋新たに発行もしくは処分された普通株式数ま
たは転換証券(下記(ⅲ)に定義される)もしく
は新株予約権(下記(ⅲ)に定義される)に関す
る計算の場合は、それらの転換もしくは行使
により新たに発行もしくは処分され得る普通
株式数 
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(Ⅱ)下記(iv)に該当する場合、転換価額調整式は、以下のとおりとする。 

   
時価 －

普通株式１株につき割り当てられた特別現金配当(下記
(ⅳ)に定義される)または債務証書もしくは資産の分配に
関する基準日(下記(ⅳ)に定義される)における適正市場価
格(＊) 調整後 

転換価額
＝ 

調整前 
転換価額 

× 
時価 

(＊)かかる適正市場価格に関しては、当社の取締役会(以下「取締役会」という)が適切と判断す

る独立の第三者(証券会社、銀行等)に評価させるものとする。 

(Ⅲ)下記(v)に該当する場合、転換価額調整式は、以下のとおりとする。 

   
時価 ×

既発行 
普通株式数

－

下記(ⅴ)に従って、買受け、償還もしくは
取得される普通株式(または、転換証券もし
くは新株予約権)の総数につき、当社が支払
うべき対価の総額 調整後 

転換価額 
 
 
 
 

＝
調整前 
転換価額 

 
 
 
 

× 
 
 
 
 

時価 × (
既発行 

普通株式数
－

下記(ⅴ)において、買受け、償還または取
得される普通株式数(または、転換証券もし
くは新株予約権の場合は、それらの転換も
しくは行使により発行もしくは処分される
普通株式数) 

)

なお、上記転換価額調整式中の、「時価×既発行普通株式数－(下記(v)に従って、買受け、償

還もしくは取得される普通株式(または、転換証券もしくは新株予約権)の総数につき、当社が

支払うべき対価の総額)」の値が１未満になる場合は、かかる値は1として計算されるものとす

る。 

調整後転換価額は10円の位まで算出し、その10円の位を四捨五入する。 

(ⅰ)当社が、転換価額調整式で使用する時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行または処分

する場合(新株予約権の行使または転換証券の転換による発行または処分の場合を除く) 

転換価額は、上記(I)に定める転換価額調整式に従って算出された調整後転換価額に調整され

るものとし、株主に当該普通株式の引受権が付与されるときはその割当日の翌日を、それ以外

のときは当該普通株式の払込期日の翌日を、かかる調整後転換価額の適用開始日とする。 

(ⅱ)株式分割により普通株式を発行する場合 

転換価額は、上記(I)に定める転換価額調整式に従って算出された調整後転換価額に調整され

るものとし、株式分割による普通株式の割当日の翌日をかかる調整後転換価額の適用開始日と

する。 

ただし、配当可能利益を資本に組入れることを条件として株式分割を行う場合において、株式

分割による普通株式の割当日が配当可能利益の資本組入を決議すべき株主総会の日よりも前で

あるときは、当該株主総会の終結の日の翌日を、かかる調整後転換価額の適用開始日とする。 

(ⅲ)転換価額調整式で使用する時価を下回る価額をもって普通株式に転換することができる証券

(当該第１-12回第四種優先株式と同時に発行される他の第１-12回第四種優先株式を除く。以

下「転換証券」という)または普通株式を行使により取得することができる権利(当社の発行す

る社債に付された新株予約権を含む)(以下「新株予約権」という)を発行する場合 

転換価額は、上記(I)に定める転換価額調整式に従って算出された調整後転換価額に調整され

るものとし、株主に転換証券または新株予約権の引受権が付与されるときはその割当日の翌日

を、それ以外のときは当該転換証券または新株予約権の払込期日(無償で新株予約権を発行す

る場合は発行日)の翌日を、かかる調整後転換価額の適用開始日とする。当該転換証券または

新株予約権を発行する場合、調整後転換価額の適用開始日の前日に、発行される転換証券の全

額が普通株式に転換されたものとみなし、または発行されるすべての新株予約権が行使された

ものとみなし、調整後転換価額を算出するものとする。ただし、当該発行される転換証券の転

換価額または新株予約権の行使価額がかかる転換証券または新株予約権の割当日または払込期

日(無償で新株予約権を発行する場合は発行日)において確定しない場合で、かつ、かかる転換

証券または新株予約権についての１株当りの当初の転換価額または行使価額の最低価額が定め

られていない場合には、かかる転換証券の転換価額または新株予約権の行使価額が確定した日

の翌日を、かかる調整後転換価額の適用開始日とする。また、当該発行される転換証券の転換

価額または新株予約権の行使価額がかかる転換証券または新株予約権の割当日または払込期日

(無償で新株予約権を発行する場合は発行日)において確定しない場合で、かつ、かかる転換証

券または新株予約権についての１株当りの当初の転換価額または行使価額の最低価額が定めら

れている場合は、株主に転換証券または新株予約権の引受権が付与されるときはその割当日の
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翌日を、それ以外のときは当該転換証券または新株予約権の払込期日(無償で新株予約権を発

行する場合は発行日)の翌日を、かかる調整後転換価額の適用開始日とするが、転換証券また

は新株予約権は、１株当りの当初の転換価額または行使価額の最低価額(ただし、希薄化防止

のための調整は考慮しないものとする)により、かかる転換により発行もしくは処分されうる

最大数の普通株式に転換されまたはそれらが行使により発行もしくは処分されたものとみなさ

れる。その後、かかる転換証券の転換もしくは新株予約権の行使により発行もしくは処分され

うる最大の普通株式数または転換価額もしくは行使価額の最低価額について変更(かかる転換

証券または新株予約権の希薄化防止条項に基づく変更を含むが、これに限定されない)が生じ

た場合には、調整後転換価額は、第１-12回第四種優先株式の転換の直前において、当該変更

を反映させるべく再計算されるものとする(但し、調整後転換価額が、これらの転換証券また

は新株予約権の発行またはみなし発行により本(ⅲ)に基づき行われた調整ないし再計算の結果、

従前に減少したことがない限りは調整後転換価額の増加を行うことができず、従前に減少した

ことがある場合は、かかる減少のうちいかなる減少の額をも超えて調整後転換価額の増加を行

うことができないものとする)が、かかる転換証券の転換または新株予約権の行使により、実

際に普通株式が発行されたかまたは対価が支払われた場合には、かかる再計算は行わないもの

とする。また、その後、かかる転換証券に係る転換権または新株予約権のいずれかが消滅した

場合には、調整後転換価額は、第１-12回第四種優先株式の転換の直前において、かかる転換

証券の転換または新株予約権の行使により実際に発行された普通株式数のみを反映させるべく

再計算されるものとする。 

第１-12回第四種優先株式の発行時において残存するすべての転換証券および新株予約権は、

第１-12回第四種優先株式の発行日の翌日において発行されたものとみなされる。 

(ⅳ)当社が、普通株式を有するすべての株主に対して、特別現金配当または債務証書もしくは資産

の分配(特別現金配当以外の現金配当を除く)を行う場合 

かかる配当または分配の際に適用される転換価額は、上記(Ⅱ)に定める転換価額調整式に従っ

て算出された調整後転換価額に調整される。当社がかかる特別現金配当または分配を行うたび

ごとに、転換価額の調整は行われるものとし、当該特別現金配当または分配を受ける権利を有

する株主を確定するために定められた日(以下「基準日」という)の翌日をかかる調整後転換価

額の適用開始日とする。 

「特別現金配当」とは、当社がある会計年度(以下に定義する)に関して決定した配当に基づく

配当利回り(以下に定義する)が、５％に直前の３会計年度に関して決定した配当に基づく配当

利回りの平均値を加えた値を超過する場合の金額とする。 

「会計年度」とは、４月１日から翌年３月31日までの期間をいう。ただし、当社が３月31日以

外の日に終了するように会計年度を変更した場合、会計年度は、かかる変更に応じて変更され

たものとみなされる。 

「配当利回り」とは、下記の算式により求められる率とする。 

当社が決定した普通株式１株当りの配当金 

対象となる会計年度の東京証券取引所における普通株式
の毎日(終値のない日を除く)の終値の平均値 

× 100％ 

 

(ⅴ)当社が、普通株式の買受け、償還もしくはその他の事由による取得を、かかる取得日(以下

「取得日」という)における普通株式１株当りの時価を上回る1株当りの価額をもって行う場合

(当社が商法の規定に従い市場においてする取引の方法により普通株式を買受ける場合及び商

法の規定に従い端株買取請求権の行使に関連して普通株式を買受ける場合を除く)、または、

普通株式に転換もしくは普通株式を取得できるその他の証券の買受け、償還もしくはその他の

事由による取得を、取得日における普通株式の１株当りの時価を上回る普通株式1株当りの対

価をもって行う場合 

かかる取得の際において適用される転換価額は、上記(Ⅲ)に定める転換価額調整式に従って算

出された調整後転換価額に調整される。当社が普通株式またはかかる証券を買受け、償還また

はその他の事由により取得するたびごとに、転換価額の調整は行われるものとし、取得日の翌

日をかかる調整後転換価額の適用開始日とする。 

ⓑ株式交換、株式移転、会社分割、合併、資本の減少、普通株式の併合その他上記ⓐに該当しない

希薄化事由により転換価額の調整を必要とする場合には、上記ⓐに準じて取締役会が適当と判断

する価額に調整される。取締役会は、誠実にかつ合理的な方法により、かかる調整を決定する。 
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ⓒ転換価額調整式で使用する「時価」は、調整後転換価額の適用開始日(ただし、上記ⓐ(ⅱ)ただ

し書きの場合には株主割当日)に先立つ45取引日目に始まる30取引日の東京証券取引所における

普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む)の平均値(終値のない日数を除く)とする。平

均値の計算は、10円の位まで算出し、その10円の位を四捨五入する。なお、調整後転換価額の適

用開始日に先立つ45取引日目から当該適用開始日までの間に上記ⓐにより転換価額を調整すべき

事由が生じた場合には、調整後転換価額は上記ⓐに準じて調整される。 

ⓓ転換価額調整式で使用する「調整前転換価額」は、調整後転換価額の適用開始日の前日において

有効な転換価額とする。 

ⓔ転換価額調整式で使用する「既発行普通株式数」は、株主割当日がある場合はその日、株主割当

日がない場合は調整後転換価額の適用開始日の１ヵ月前の日における当社の発行済普通株式数

(ただし、普通株式に係る自己株式数を除く)とする。 

ⓕ転換価額調整式で使用する「普通株式1株当りの払込金額」は、それぞれ、上記ⓐ(ⅰ)の場合に

は当該払込金額(金銭以外の財産による払込の場合には、取締役会が適切と判断する独立の第三

者(証券会社、銀行等)により評価されたかかる払込の適正市場価格)、上記ⓐ(ⅱ)の場合には０

円、上記ⓐ(ⅲ)の場合には普通株式1株当りの当該転換価額または普通株式１株当りの新株予約

権の発行価額および行使に際しての払込金額の合計額とする。 

ⓖ本㋩(上記ⓒを除く)において「普通株式」とは、普通株式、および(ⅰ)配当または残余財産分配

における優先権がなく、かつ(ⅱ)償還可能ではない株式が含まれるものとする。 

㋥上記㋩により転換価額の調整を行う場合には、下限転換価額についても、転換価額調整式を、「転

換価額」を「下限転換価額」に置き換えた上で適用して同様の調整を行い、上記㋩ⓑにより転換価

額の調整を行う場合には、下限転換価額についても取締役会が適当と判断する価額に変更される。

取締役会は、誠実にかつ合理的な方法により、かかる調整を決定する。下限転換価額の調整は、上

記㋩ⓑに基づく転換価額の調整と同時に有効になるものとする。 

㋭転換により発行すべき普通株式数 

転換により発行すべき当社の普通株式数は次のとおりとする。 

第１-12回第四種優先株主が転換請求のために提出した 
第１-12回第四種優先株式の発行価額総額 転換により発行 

すべき普通株式数 
＝ 

転換価額 

第１-12回第四種優先株式の転換により発行すべき普通株式数の算出に当って１株の100分の1の整

数倍に当る端数はこれを端株原簿に記載または記録し、１株の100分の1に満たない端数は、これを

切り捨てる。 

なお、本㋭に従う限り、いかなる数の第１-12回第四種優先株式を有していたとしても、その第１-

12回第四種優先株主１人が行う１回の転換により、普通株式１株に満たない部分は１つより多くは

生じない。 

㋬転換により発行する株式の内容 

当社普通株式 

㋣転換請求受付場所 

東京都千代田区丸の内一丁目４番４号 

住友信託銀行株式会社 証券代行部 

㋠転換の効力発生 

転換の効力は、転換請求書および第１-12回第四種優先株式の株券が上記㋣の転換請求受付場所に

到着した日に発生する。 

③ 一斉転換 

㋑転換請求期間中に転換の請求がなされなかった第１-12回第四種優先株式は、同期間の末日の翌日

(以下「一斉転換日」という)をもって、第１-12回第四種優先株式１株の払込金相当額を一斉転換

日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎

日の終値(気配表示を含む)の平均値(終値のない日数を除く)で除して得られる数の普通株式となる。

平均値の計算は10円の位まで算出し、その10円の位を四捨五入する。ただし、当該平均値が

500,000円を下回るときは、各第１-12回第四種優先株式１株の払込金相当額をその金額で除して得

られる数の普通株式となる。 

㋺普通株式数の算出に当って1株の100分の１に満たない端数が生じたときは、商法に定める株式併合

の場合に準じてこれを取り扱う。 
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④ 優先株式の転換と配当 

第１-12回第四種優先株式の転換により発行された普通株式及び普通株式の端株に対する最初の利

益配当金または中間配当金は、転換の請求または一斉転換が４月１日から９月30日までになされた

ときは４月１日に、10月１日から翌年３月31日までになされたときは10月１日に、それぞれ転換が

あったものとみなしてこれを支払う。 

(チ)発行の方法 

ザ・ゴールドマン・サックス・グループ・インクに第１-12回第四種優先株式を直接全額割り当てる

方法により発行する。 

(リ)保有期間その他第１-12回第四種優先株式の保有に関する事項についての当社とザ・ゴールドマン・

サックス・グループ・インクとの間の取決めの内容 

ザ・ゴールドマン・サックス・グループ・インクは、当社との間で平成15年１月15日締結の優先株式

引受契約書(以下「第１-12回第四種優先株式引受契約書」という)において、当社により割り当てら

れ保有する第１-12回第四種優先株式につき、以下の制限に従うことを約している。 

(a) 第１-12回第四種優先株式につき、一定の場合を除き、譲渡その他の処分を行わない。(なお、ザ・

ゴールドマン・サックス・グループ・インクが、第１-12回第四種優先株式引受契約書に従い、第

１-12回第四種優先株式を譲渡した場合には、第１-12回第四種優先株式引受契約書に定める権利義

務は、当該第１-12回第四種優先株式を譲り受けた者に承継される) 

(b) 発行後２年間は、一定の場合を除き、第１-12回第四種優先株式の当社普通株式への転換請求を行

わない。 

(c) 第１-12回第四種優先株式の転換により発行された当社普通株式の譲渡その他の処分は、払込期日

後２年目の応当日の前日までは一定の場合を除きこれを行わず、払込期日後２年目の応当日から12

ヶ月間は、一定の場合を除き総転換株式数の３分の１の数(ないしこれから一定の株式数を減じた

数)を超える当社普通株式につきこれを行わず、払込期日後３年目の応当日から12ヶ月間は、一定

の場合を除き総転換株式数の３分の２の数(ないしこれから一定の株式数を減じた数)を超える当社

普通株式につきこれを行わない。 

総転換株式数とは、それまでに転換により発行された当社普通株式の数と、残存している第１-12

回第四種優先株式の全てがその時点において適用のある転換価額で転換された場合に発行されるで

あろう当社普通株式の数の合計をいう。 

６ 第13回第四種優先株式の主な内容は次のとおりであります。 

(イ)優先配当金 

(a) 当社は、利益配当を行うときは、第13回第四種優先株式を有する株主(以下「第13回第四種優先株

主」という)または第13回第四種優先株式の登録質権者(以下「第13回第四種優先登録質権者」とい

う)に対し、普通株主または普通登録質権者に先立ち、第13回第四種優先株式1株につき67,500円

(ただし、平成15年３月31日に終了する営業年度に係る優先配当金については、3,750円とする)の

利益配当金(以下「優先配当金」という)を支払う。ただし、当該営業年度において下記(ロ)に定め

る優先中間配当金を支払ったときは、当該優先中間配当金を控除した額を支払うものとする。 

(b) ある営業年度において第13回第四種優先株主または第13回第四種優先登録質権者に対して支払う利

益配当金の額が優先配当金の額に満たないときは、その不足額は翌営業年度以降に累積しない。 

(c) 第13回第四種優先株主または第13回第四種優先登録質権者に対しては優先配当金を超えて配当は行

わない。 

(ロ)優先中間配当金 

当社は、中間配当を行うときは、第13回第四種優先株主または第13回第四種優先登録質権者に対し、

普通株主または普通登録質権者に先立ち、第13回第四種優先株式1株につき33,750円を支払う。 

(ハ)残余財産の分配 

(a) 当社の残余財産を分配するときは、第13回第四種優先株主または第13回第四種優先登録質権者に対

し普通株主または普通登録質権者に先立ち、第13回第四種優先株式1株につき3,000,000円を支払う。 

(b) 第13回第四種優先株主または第13回第四種優先登録質権者に対しては、前項のほか、残余財産の分

配は行わない。 

(ニ)消却 

当社は、いつでも第13回第四種優先株式を買い入れ、これを株主に配当すべき利益をもって当該買入

価額により消却することができる。 
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(ホ)議決権 

第13回第四種優先株主は、株主総会において議決権を有しない。ただし、優先配当金を受ける旨の議

案が定時株主総会に提出されなかったときは当該定時株主総会より、優先配当金を受ける旨の議案が

定時株主総会において否決されたときは当該定時株主総会終結の時より、優先配当金を受ける旨の決

議がある時までは議決権を有するものとする。 

(ヘ)株式の併合または分割、新株引受権等 

(a) 当社は、法令に定める場合を除き、第13回第四種優先株式について株式の併合または分割は行わな

い。 

(b) 当社は、第13回第四種優先株主に対し新株の引受権または新株予約権付社債の引受権を与えない。 

(ト)普通株式への転換 

第13回第四種優先株主は、以下に定めるところにより第13回第四種優先株式の普通株式への転換を請

求することができる。 

① 転換請求期間 

平成15年４月14日から平成17年７月12日まで 

② 転換の条件 

㋑転換価額 

転換価額は、312,000円とする。 

㋺転換価額の修正 

平成17年７月11日(以下「修正日」という)において、転換価額は、(i)修正日の前日において有効

な転換価額、または、(ii)修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の東京証券取引所における

普通株式の毎日の売買高加重平均価格(以下に定義される)の平均値(売買高加重平均価格のない日

数を除く)相当額(10円の位まで算出し、その10円の位を四捨五入する)のいずれか小さい金額に修

正される(以下「修正後転換価額」という)。ただし、修正後転換価額が156,000円(ただし、下記㋩

により調整される)(以下「下限転換価額」という)を下回る場合には、下限転換価額をもって修正

後転換価額とする。ここに、売買高加重平均価格とは、東京証券取引所が、関連する取引日におけ

る普通株式の普通取引の売買高総額を当該取引日における普通株式の普通取引の売買株式総数で除

することにより、当該取引日における普通株式の売買高加重平均価格として計算し提示する価格を

いう。ただし、東京証券取引所がかかる価格を提示しない場合は、Bloomberg L.P.が当該取引日の

午前10時から11時の間 (ロンドン時間) において提示する8316 JT Equity AQRの画面(またはそれ

に代わる画面もしくはサービス。以下「参照画面」という)に表示された価格(当該取引日において

当該参照画面が提示されない場合には、当該取引日の東京証券取引所における普通株式の普通取引

の終値(気配表示を含む))をいう。なお、修正日に先立つ45取引日目から修正日までの間に下記㋩

により転換価額を調整すべき事由が生じた場合には、修正後転換価額は下記㋩に準じて調整される。 

㋩転換価額の調整 

ⓐ第13回第四種優先株式発行後、次の(i)から(ⅲ)までのいずれかに該当する場合には、転換価額

は、下記の算式(以下「転換価額調整式」といい、転換価額調整式により調整された転換価額を、

以下「調整後転換価額」という)により調整される。 

   

新たに発行もしくは処分された普通
株式数または転換証券(下記(ⅲ)に
定義される)もしくは新株予約権(下
記(ⅲ)に定義される)に関する計算
の場合は、それらの転換もしくは行
使により新たに発行もしくは処分さ
れ得る普通株式数 

× 

普通株式１株当り
の払込金額(転換証
券の転換または新
株予約権の行使に
当り交付された対
価を含む) 

 
 
 
 
 
 

既発行 
普通株式数

＋
時価 調整後 

転換価額 
 
 
 
 
 

＝ 
調整前 
転換価額 

 
 
 
 
 

× 
 
 
 
 
 

既発行普通株式数
 
 
 
 
 

＋新たに発行もしくは処分された普通株式数ま
たは転換証券(下記(ⅲ)に定義される)もしく
は新株予約権(下記(ⅲ)に定義される)に関す
る計算の場合は、それらの転換もしくは行使
により新たに発行もしくは処分され得る普通
株式数 

調整後転換価額は10円の位まで算出し、その10円の位を四捨五入する。 

(ⅰ)当社が、転換価額調整式で使用する時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行または処分

する場合(新株予約権の行使または転換証券の転換による発行または処分の場合を除く) 

転換価額は、転換価額調整式に従って算出された調整後転換価額に調整されるものとし、株主

に当該普通株式の引受権が付与されるときはその割当日の翌日を、それ以外のときは当該普通

株式の払込期日の翌日を、かかる調整後転換価額の適用開始日とする。 
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(ⅱ)株式分割により普通株式を発行する場合 

転換価額は、転換価額調整式に従って算出された調整後転換価額に調整されるものとし、株式

分割による普通株式の割当日の翌日をかかる調整後転換価額の適用開始日とする。 

ただし、配当可能利益を資本に組入れることを条件として株式分割を行う場合において、株式

分割による普通株式の割当日が配当可能利益の資本組入れを決議すべき株主総会の日よりも前

であるときは、当該株主総会の終結の日の翌日を、かかる調整後転換価額の適用開始日とする。 

(ⅲ)転換価額調整式で使用する時価を下回る価額をもって普通株式に転換することができる証券

(以下「転換証券」という)または普通株式を行使により取得することができる権利(当社の発

行する社債に付された新株予約権を含む)(以下「新株予約権」という)を発行する場合 

転換価額は、転換価額調整式に従って算出された調整後転換価額に調整されるものとし、株主

に転換証券または新株予約権の引受権が付与されるときはその割当日の翌日を、それ以外のと

きは当該転換証券または新株予約権の払込期日(無償で新株予約権を発行する場合は発行日)の

翌日を、かかる調整後転換価額の適用開始日とする。当該転換証券または新株予約権を発行す

る場合、調整後転換価額の適用開始日の前日に、発行される転換証券の全額が普通株式に転換

されたものとみなし、または発行されるすべての新株予約権が行使されたものとみなし、調整

後転換価額を算出するものとする。ただし、当該転換証券の転換価額または新株予約権の行使

価額がかかる転換証券または新株予約権の割当日または払込期日(無償で新株予約権を発行す

る場合は発行日)において確定しない場合、かかる転換証券の転換価額または新株予約権の行

使価額が確定した日の翌日を、かかる調整後転換価額の適用開始日とする。以降の調整におい

ては、かかるみなし株式数は、当該転換証券の転換または当該新株予約権の行使の結果発行さ

れた株式数を上回る限りにおいて、既発行普通株式数に算入される。 

ⓑ株式交換、株式移転、会社分割、合併、資本の減少、普通株式の併合その他上記ⓐに該当しない

希薄化事由により転換価額の調整を必要とする場合には、上記ⓐに準じて取締役会が適当と判断

する価額に調整される。取締役会は、誠実にかつ合理的な方法により、かかる調整を決定する。 

ⓒ転換価額調整式で使用する「時価」は、調整後転換価額の適用開始日(ただし、上記ⓐ(ⅱ)ただ

し書きの場合には株主割当日)に先立つ45取引日目に始まる30取引日の東京証券取引所における

普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む)の平均値(終値のない日数を除く)とする。平

均値の計算は、10円の位まで算出し、その10円の位を四捨五入する。なお、調整後転換価額の適

用開始日に先立つ45取引日目から当該適用開始日までの間に上記ⓐにより転換価額を調整すべき

事由が生じた場合には、調整後転換価額は上記ⓐに準じて調整される。 

ⓓ転換価額調整式で使用する「調整前転換価額」は、調整後転換価額の適用開始日の前日において

有効な転換価額とする。 

ⓔ転換価額調整式で使用する「既発行普通株式数」は、株主割当日がある場合はその日、株主割当

日がない場合は調整後転換価額の適用開始日の１ヵ月前の日における当社の発行済普通株式数

(ただし、普通株式に係る自己株式数を除く)とする。 

ⓕ転換価額調整式で使用する「普通株式1株当りの払込金額」は、それぞれ、上記ⓐ(ⅰ)の場合に

は当該払込金額(金銭以外の財産による払込の場合には、取締役会が適切と判断する独立の第三

者(証券会社、銀行等)により評価されたかかる払込の適正市場価格)、上記ⓐ(ⅱ)の場合には0円、

上記ⓐ(ⅲ)の場合には普通株式1株当りの当該転換価額または普通株式１株当りの新株予約権の

発行価額および行使に際しての払込金額の合計額とする。 

㋥上記㋩により転換価額の調整を行う場合には、下限転換価額についても、転換価額調整式を、「転

換価額」を「下限転換価額」に置き換えた上で適用して同様の調整を行い、上記㋩ⓑにより転換価

額の調整を行う場合には、下限転換価額についても取締役会が適当と判断する価額に変更される。

取締役会は、誠実にかつ合理的な方法により、かかる調整を決定する。下限転換価額の調整は、上

記㋩ⓑに基づく転換価額の調整と同時に有効になるものとする。 

㋭転換により発行すべき普通株式数 

第13回第四種優先株式の転換により発行すべき当社の普通株式数は次のとおりとする。 

第13回第四種優先株主が転換請求のために提出した 
第13回第四種優先株式の発行価額総額 転換により発行 

すべき普通株式数 
＝ 

転換価額 

第13回第四種優先株式の転換により発行すべき普通株式数の算出に当って１株の100分の１の整数

倍に当る端数はこれを端株原簿に記載または記録し、１株の100分の１に満たない端数は、これを

切り捨てる。 
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㋬転換により発行する株式の内容 

当社普通株式 

㋣転換請求受付場所 

東京都千代田区丸の内一丁目４番４号 

住友信託銀行株式会社 証券代行部 

㋠転換の効力発生 

転換の効力は、転換請求書および第13回第四種優先株式の株券が上記㋣の転換請求受付場所に到着

した日に発生する。 

③ 一斉転換 

㋑転換請求期間中に転換の請求がなされなかった第13回第四種優先株式は、転換請求期間の末日の翌

日(以下「一斉転換日」という)をもって、第13回第四種優先株式1株の払込金相当額を、一斉転換

日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の東京証券取引所における普通株式の普通取引の毎日の終

値(気配表示を含む)の平均値(終値のない日数を除く)で除して得られる数の普通株式となる。平均

値の計算は、10円の位まで算出し、その10円の位を四捨五入する。ただし、当該平均値が500,000

円を下回るときは、第13回第四種優先株式1株の払込金相当額を500,000円で除して得られる数の普

通株式となる。 

㋺かかる普通株式数の算出に当って１株の100分の1に満たない端数が生じたときは、商法に定める株

式併合の場合に準じてこれを取り扱う。 

④ 優先株式の転換と配当 

第13回第四種優先株式の転換により発行された普通株式および普通株式の端株に対する最初の利益

配当金または中間配当金は、転換の請求または一斉転換が４月１日から９月30日までになされたと

きは４月１日に、10月１日から翌年３月31日までになされたときは10月１日に、それぞれ転換があ

ったものとみなしてこれを支払う。 

(チ)発行の方法 

エスエムエフジー・ファイナンス(ケイマン)リミテッド(SMFG Finance (Cayman) Limited)(以下「取

得者」という)に第13回第四種優先株式を直接全額割り当てる方法により発行する。なお、第13回第

四種優先株式は、取得者がアメリカ合衆国および欧州を中心とする海外市場(ケイマン諸島を除く)の

投資家のために購入し、取得者自らが発行する優先株式としてリパッケージしたうえ、アメリカ合衆

国においては連邦証券法規則Rule 144Aに基づく私募により、アメリカ合衆国以外の海外市場におい

ては同法Regulation Sに基づく公募により販売される。 

７ 第１回第六種優先株式の主な内容は次のとおりであります。 

(イ)優先配当金 

(a) 当社は、利益配当を行うときは、第１回第六種優先株式を有する株主(以下「第１回第六種優先株

主」という)または第１回第六種優先株式の登録質権者(以下「第１回第六種優先登録質権者」とい

う)に対し、普通株式を有する株主(以下「普通株主」という)または普通株式の登録質権者(以下

「普通登録質権者」という)に先立ち、第１回第六種優先株式１株につき88,500円の利益配当金(以

下「優先配当金」という)を支払う。ただし、当該営業年度において下記(ロ)に定める優先中間配

当金を支払ったときは、当該優先中間配当金を控除した額を支払うものとする。 

(b) ある営業年度において第１回第六種優先株主または第１回第六種優先登録質権者に対して支払う利

益配当金の額が優先配当金の額に満たないときは、その不足額は翌営業年度以降に累積しない。 

(c) 第１回第六種優先株主または第１回第六種優先登録質権者に対しては優先配当金を超えて配当を行

わない。 

(ロ)優先中間配当金 

当社は、中間配当を行うときは、第１回第六種優先株主または第１回第六種優先登録質権者に対し、

普通株主または普通登録質権者に先立ち、第１回第六種優先株式１株につき44,250円を支払う。 

(ハ)残余財産の分配 

(a) 当社の残余財産を分配するときは、第１回第六種優先株主または第１回第六種優先登録質権者に対

し、普通株主または普通登録質権者に先立ち、第１回第六種優先株式１株につき3,000,000円を支

払う。 

(b) 第１回第六種優先株主または第１回第六種優先登録質権者に対しては、前項のほか、残余財産の分

配は行わない。 
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(ニ)消却 

(a) 当社は、いつでも第１回第六種優先株式を買い入れ、これを株主に配当すべき利益をもって当該買

入価額により消却することができる。 

(b) 当社は、第１回第六種優先株式発行後、平成23年３月31日以降はいつでも、第１回第六種優先株式

１株につき3,000,000円で第１回第六種優先株式の一部又は全部を償還することができる。一部を

償還するときは、抽選その他の方法によりこれを行う。 

(ホ)議決権 

第１回第六種優先株主は、株主総会において議決権を有しない。ただし、優先配当金を受ける旨の議

案が定時株主総会に提出されなかったときは当該定時株主総会より、優先配当金を受ける旨の議案が

定時株主総会において否決されたときは当該定時株主総会終結の時より、優先配当金を受ける旨の決

議がある時までは議決権を有するものとする。 

(ヘ)株式の併合または分割、新株引受権等 

(a) 当社は、法令に定める場合を除き、第１回第六種優先株式について株式の併合または分割は行わな

い。 

(b) 当社は、第１回第六種優先株主に対し新株の引受権または新株予約権付社債の引受権を与えない。 

(ト)発行の方法 

第三者割当の方法により、適格機関投資家(証券取引法に定義される)に割り当てる。 

(チ)第１回第六種優先株式の保有に関する事項についての当社と割当先との取決めの内容 

割当先が第１回第六種優先株式を第三者に譲渡する場合には、当社による事前の同意を必要とする。

ただし、第１回第六種優先株式の払込期日(平成17年３月29日)後８年目の応答日以降はこの限りでは

ない。 
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(2) 【新株予約権等の状況】 

株式会社三井住友銀行が、平成14年６月27日開催の第１期定時株主総会の特別決議に基づいて商

法第280条ノ20および同法第280条ノ21の規定に基づく新株予約権1,620個を発行しておりましたが、

平成14年８月29日開催の取締役会において、同行の新株予約権者の利益を従来どおり確保する観点

から、株式会社三井住友フィナンシャルグループが株式移転に際し、同行の発行した新株予約権

1,620個に係る義務を次のとおり承継することを決定いたしました。また、上記新株予約権1,620個

に係る義務を当社が承継することについて、同行の平成14年９月26日開催の第１回第一種優先株式、

第２回第一種優先株式及び第五種優先株式に係る種類株主総会並びに平成14年９月27日開催の臨時

株主総会(普通株式に係る種類株主総会を兼ねる。)において、承認可決されました。 

なお、当社が承継した新株予約権の内容は次のとおりであります。 

 

 
事業年度末現在 

(平成17年３月31日) 
提出日の前月末現在 
(平成17年５月31日) 

新株予約権の数 1,620個 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 1,620株 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり    673,000円 同左 

新株予約権の行使期間 
平成16年６月28日から 
平成24年６月27日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格     673,000円
資本組入額    337,000円

同左 

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権者は、権利行使
時において当社または株式
会社三井住友銀行の役職員
の地位にあることを要す。

 ただし、任期満了による退
任、定年退職その他当社取
締役会が正当な理由がある
と認めた場合は、当社また
は株式会社三井住友銀行の
役職員の地位を失った後も
５年間に限り新株予約権を
行使できる。 

②新株予約権者が死亡した場
合には、その相続人が新株
予約権を行使できる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡について
は、取締役会の承認を要す
る。 

同左 

(注) １ 新株予約権１個当たりの目的たる株式の数は１株であります。 

２ 払込金額は、新株予約権発行後に当社が時価を下回る払込金額で新株式を発行する場合(新株予約権の

行使による場合を除く)は、次の算式により調整される。ただし、調整により生じる１円未満の端数は切

り上げる。 

新発行株式数×１株当たり払込金額既発行 
株式数 

＋
１株当たり時価 

 

調整後 
払込金額 

 

＝ 

 

調整前 
払込金額 

 

× 
  既発行株式数＋新発行株式数 

また、払込金額は、株式の分割または併合の際にも適宜調整される。 
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(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
 

(千円) 

資本金残高 
 

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

平成14年12月２日  ― 6,676,424.39 ― 1,000,000,000 ― 1,496,547,508

平成15年２月３日 (注)１ 86,576.53 6,763,000.92 ― 1,000,000,000 3,069,000 1,499,616,508

平成15年２月８日 (注)２ 50,100 6,813,100.92 75,150,000 1,075,150,000 75,150,000 1,574,766,508

平成15年３月12日 (注)３ 115,000 6,928,100.92 172,500,000 1,247,650,000 172,500,000 1,747,266,508

平成15年４月１日～ 
平成16年３月31日 

(注)４ 8.61 6,928,109.53 ― 1,247,650,000 ― 1,747,266,508

平成15年８月８日 (注)５ ― 6,928,109.53 ― 1,247,650,000 △499,503,848 1,247,762,659

平成16年４月１日～ 
平成17年３月31日 

(注)６ 332,869.96 7,260,979.49 ― 1,247,650,000 ― 1,247,762,659

平成17年３月29日 (注)７ 70,001 7,330,980.49 105,001,500 1,352,651,500 105,001,500 1,352,764,159

(注) １ 株式会社日本総研ホールディングズとの合併による普通株式の増加(合併比率 １：0.021) 

２ 有償第三者割当  第１-12回第四種優先株式  発行価格  3,000千円  資本組入額  1,500千円 

３ 有償第三者割当  第13回第四種優先株式    発行価格  3,000千円  資本組入額  1,500千円 

４ 第13回第四種優先株式の普通株式への転換により、当該優先株式が１株減少し、普通株式が9.61株増加

いたしました。 

５ 商法第289条第２項の規定に基づき、資本準備金を減少し、その他資本剰余金に振り替えたものであり

ます。 

６ 優先株式の普通株式への転換により、第一種優先株式が32,000株、第三種優先株式が105,000株、第13

回第四種優先株式が7,912株それぞれ減少し、普通株式が477,781.96株増加いたしました。 

７ 有償第三者割当  第１回第六種優先株式    発行価格  3,000千円  資本組入額  1,500千円 

８ 平成17年４月１日から平成17年５月31日までの間に、第13回第四種優先株式の普通株式への転換により、

当該優先株式が92,979株減少し、普通株式が894,027.10株増加いたしました。 

 

(4) 【所有者別状況】 

① 普通株式 
(平成17年３月31日現在) 

株式の状況 

外国法人等 区分 政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社
その他の
法人 

個人以外 個人 

個人 
その他 

計 

端株の状況

株主数 
(人) 

7 350 88 7,217 859 46 142,791 151,358 ―

所有株式数 
(株) 

4,897 2,038,829 54,258 1,619,383 1,494,278 264 1,033,430 6,245,339 28,453.49

所有株式数 
の割合(％) 

0.08 32.64 0.87 25.93 23.93 0.00 16.55 100.00 ―

(注) １ 自己株式404,503.97株は「個人その他」に404,503株、「端株の状況」に0.97株含まれております。 

２ 「その他の法人」及び「端株の状況」欄には、証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ637株及び

0.20株含まれております。 
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② 第一種優先株式 
(平成17年３月31日現在) 

株式の状況 

外国法人等 区分 政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社
その他の
法人 

個人以外 個人 

個人 
その他 

計 

端株の状況

株主数 
(人) 

― 1 ― ― ― ― ― 1 ―

所有株式数 
(株) 

― 35,000 ― ― ― ― ― 35,000 ―

所有株式数 
の割合(％) 

― 100.00 ― ― ― ― ― 100.00 ―

 

③ 第二種優先株式 

(平成17年３月31日現在) 

株式の状況 

外国法人等 区分 政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社
その他の
法人 

個人以外 個人 

個人 
その他 

計 

端株の状況

株主数 
(人) 

― 1 ― ― ― ― ― 1 ―

所有株式数 
(株) 

― 100,000 ― ― ― ― ― 100,000 ―

所有株式数 
の割合(％) 

― 100.00 ― ― ― ― ― 100.00 ―

 

④ 第三種優先株式 

(平成17年３月31日現在) 

株式の状況 

外国法人等 区分 政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社
その他の
法人 

個人以外 個人 

個人 
その他 

計 

端株の状況

株主数 
(人) 

― 1 ― ― ― ― ― 1 ―

所有株式数 
(株) 

― 695,000 ― ― ― ― ― 695,000 ―

所有株式数 
の割合(％) 

― 100.00 ― ― ― ― ― 100.00 ―

 

⑤ 第１回第四種優先株式 

(平成17年３月31日現在) 

株式の状況 

外国法人等 区分 政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社
その他の
法人 

個人以外 個人 

個人 
その他 

計 

端株の状況

株主数 
(人) 

― ― ― ― 1 ― ― 1 ―

所有株式数 
(株) 

― ― ― ― 4,175 ― ― 4,175 ―

所有株式数 
の割合(％) 

― ― ― ― 100.00 ― ― 100.00 ―
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⑥ 第２回第四種優先株式 
(平成17年３月31日現在) 

株式の状況 

外国法人等 区分 政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社
その他の
法人 

個人以外 個人 

個人 
その他 

計 

端株の状況

株主数 
(人) 

― ― ― ― 1 ― ― 1 ―

所有株式数 
(株) 

― ― ― ― 4,175 ― ― 4,175 ―

所有株式数 
の割合(％) 

― ― ― ― 100.00 ― ― 100.00 ―

 

⑦ 第３回第四種優先株式 
(平成17年３月31日現在) 

株式の状況 

外国法人等 区分 政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社
その他の
法人 

個人以外 個人 

個人 
その他 

計 

端株の状況

株主数 
(人) 

― ― ― ― 1 ― ― 1 ―

所有株式数 
(株) 

― ― ― ― 4,175 ― ― 4,175 ―

所有株式数 
の割合(％) 

― ― ― ― 100.00 ― ― 100.00 ―

 

⑧ 第４回第四種優先株式 
(平成17年３月31日現在) 

株式の状況 

外国法人等 区分 政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社
その他の
法人 

個人以外 個人 

個人 
その他 

計 

端株の状況

株主数 
(人) 

― ― ― ― 1 ― ― 1 ―

所有株式数 
(株) 

― ― ― ― 4,175 ― ― 4,175 ―

所有株式数 
の割合(％) 

― ― ― ― 100.00 ― ― 100.00 ―

 

⑨ 第５回第四種優先株式 
(平成17年３月31日現在) 

株式の状況 

外国法人等 区分 政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社
その他の
法人 

個人以外 個人 

個人 
その他 

計 

端株の状況

株主数 
(人) 

― ― ― ― 1 ― ― 1 ―

所有株式数 
(株) 

― ― ― ― 4,175 ― ― 4,175 ―

所有株式数 
の割合(％) 

― ― ― ― 100.00 ― ― 100.00 ―
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⑩ 第６回第四種優先株式 

(平成17年３月31日現在) 

株式の状況 

外国法人等 区分 政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社
その他の
法人 

個人以外 個人 

個人 
その他 

計 

端株の状況

株主数 
(人) 

― ― ― ― 1 ― ― 1 ―

所有株式数 
(株) 

― ― ― ― 4,175 ― ― 4,175 ―

所有株式数 
の割合(％) 

― ― ― ― 100.00 ― ― 100.00 ―

  

⑪ 第７回第四種優先株式 

(平成17年３月31日現在) 

株式の状況 

外国法人等 区分 政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社
その他の
法人 

個人以外 個人 

個人 
その他 

計 

端株の状況

株主数 
(人) 

― ― ― ― 1 ― ― 1 ―

所有株式数 
(株) 

― ― ― ― 4,175 ― ― 4,175 ―

所有株式数 
の割合(％) 

― ― ― ― 100.00 ― ― 100.00 ―

 

⑫ 第８回第四種優先株式 

(平成17年３月31日現在) 

株式の状況 

外国法人等 区分 政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社
その他の
法人 

個人以外 個人 

個人 
その他 

計 

端株の状況

株主数 
(人) 

― ― ― ― 1 ― ― 1 ―

所有株式数 
(株) 

― ― ― ― 4,175 ― ― 4,175 ―

所有株式数 
の割合(％) 

― ― ― ― 100.00 ― ― 100.00 ―

 

⑬ 第９回第四種優先株式 

(平成17年３月31日現在) 

株式の状況 

外国法人等 区分 政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社
その他の
法人 

個人以外 個人 

個人 
その他 

計 

端株の状況

株主数 
(人) 

― ― ― ― 1 ― ― 1 ―

所有株式数 
(株) 

― ― ― ― 4,175 ― ― 4,175 ―

所有株式数 
の割合(％) 

― ― ― ― 100.00 ― ― 100.00 ―
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⑭ 第10回第四種優先株式 
(平成17年３月31日現在) 

株式の状況 

外国法人等 区分 政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社
その他の
法人 

個人以外 個人 

個人 
その他 

計 

端株の状況

株主数 
(人) 

― ― ― ― 1 ― ― 1 ―

所有株式数 
(株) 

― ― ― ― 4,175 ― ― 4,175 ―

所有株式数 
の割合(％) 

― ― ― ― 100.00 ― ― 100.00 ―

 

⑮ 第11回第四種優先株式 
(平成17年３月31日現在) 

株式の状況 

外国法人等 区分 政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社
その他の
法人 

個人以外 個人 

個人 
その他 

計 

端株の状況

株主数 
(人) 

― ― ― ― 1 ― ― 1 ―

所有株式数 
(株) 

― ― ― ― 4,175 ― ― 4,175 ―

所有株式数 
の割合(％) 

― ― ― ― 100.00 ― ― 100.00 ―

 

⑯ 第12回第四種優先株式 
(平成17年３月31日現在) 

株式の状況 

外国法人等 区分 政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社
その他の
法人 

個人以外 個人 

個人 
その他 

計 

端株の状況

株主数 
(人) 

― ― ― ― 1 ― ― 1 ―

所有株式数 
(株) 

― ― ― ― 4,175 ― ― 4,175 ―

所有株式数 
の割合(％) 

― ― ― ― 100.00 ― ― 100.00 ―

 

⑰ 第13回第四種優先株式 
(平成17年３月31日現在) 

株式の状況 

外国法人等 区分 政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社
その他の
法人 

個人以外 個人 

個人 
その他 

計 

端株の状況

株主数 
(人) 

― ― ― ― 1 ― ― 1 ―

所有株式数 
(株) 

― ― ― ― 107,087 ― ― 107,087 ―

所有株式数 
の割合(％) 

― ― ― ― 100.00 ― ― 100.00 ―
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⑱ 第１回第六種優先株式 
(平成17年３月31日現在) 

株式の状況 

外国法人等 区分 政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社
その他の
法人 

個人以外 個人 

個人 
その他 

計 

端株の状況

株主数 
(人) 

― 4 ― ― ― ― ― 4 ―

所有株式数 
(株) 

― 70,001 ― ― ― ― ― 70,001 ―

所有株式数 
の割合(％) 

― 100.00 ― ― ― ― ― 100.00 ―
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(5) 【大株主の状況】 

① 普通株式 
(平成17年３月31日現在) 

氏名又は名称 住所 
所有株式数

(株) 
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 438,816.00 6.99

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 431,664.00 6.88

日本生命保険相互会社 大阪市中央区今橋三丁目５番12号 154,388.42 2.46

住友生命保険相互会社 東京都中央区築地七丁目18番24号 108,241.00 1.72

松下電器産業株式会社 大阪府門真市大字門真1006番地 103,570.98 1.65

ヒーローアンドカンパニー 
(常任代理人 株式会社三井住
友銀行 国際投資サービス部) 

90 WASHINGTON STREET, NEW YORK, 
NY 10015, U.S.A. 
(東京都千代田区丸の内一丁目３番２
号) 

91,529.00 1.45

ザ チェース マンハッタン 
バンク エヌエイ ロンドン
(常任代理人 株式会社みずほ
コーポレート銀行 兜町証券決
済業務室) 

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET  
LONDON EC2P 2HD, ENGLAND 
(東京都中央区日本橋兜町６番７号) 

89,864.00 1.43

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(住友信託銀行再
信託分・住友生命保険相互会社
退職給付信託口) 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 58,000.00 0.92

トヨタ自動車株式会社 愛知県豊田市トヨタ町１番地 53,753.12 0.85

資産管理サービス信託銀行株式
会社(信託Ｂ口) 

東京都中央区晴海一丁目８番12号 51,729.00 0.82

計 ― 1,581,555.52 25.20

 
② 第一種優先株式 

(平成17年３月31日現在) 

氏名又は名称 住所 
所有株式数

(株) 
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社整理回収機構 東京都中野区本町二丁目46番１号 35,000 100.00

計 ― 35,000 100.00
  

③ 第二種優先株式 
(平成17年３月31日現在) 

氏名又は名称 住所 
所有株式数

(株) 
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社整理回収機構 東京都中野区本町二丁目46番１号 100,000 100.00

計 ― 100,000 100.00

 
④ 第三種優先株式 

(平成17年３月31日現在) 

氏名又は名称 住所 
所有株式数

(株) 
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社整理回収機構 東京都中野区本町二丁目46番１号 695,000 100.00

計 ― 695,000 100.00
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⑤ 第１回第四種優先株式 

(平成17年３月31日現在) 

氏名又は名称 住所 
所有株式数

(株) 
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

ジーエスエスエム ホールディ
ングコーポレーション 
(常任代理人 ゴールドマン・
サックス証券会社 東京支店) 

85 BROAD STREET, NEW YORK, NY  
10004,U.S.A. 
(東京都港区六本木六丁目10番１号) 

4,175 100.00

計 ― 4,175 100.00

 

⑥ 第２回第四種優先株式 

(平成17年３月31日現在) 

氏名又は名称 住所 
所有株式数

(株) 
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

ジーエスエスエム ホールディ
ングコーポレーション 
(常任代理人 ゴールドマン・
サックス証券会社 東京支店) 

85 BROAD STREET, NEW YORK, NY  
10004,U.S.A. 
(東京都港区六本木六丁目10番１号) 

4,175 100.00

計 ― 4,175 100.00

 

⑦ 第３回第四種優先株式 

(平成17年３月31日現在) 

氏名又は名称 住所 
所有株式数

(株) 
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

ジーエスエスエム ホールディ
ングコーポレーション 
(常任代理人 ゴールドマン・
サックス証券会社 東京支店) 

85 BROAD STREET, NEW YORK, NY  
10004,U.S.A. 
(東京都港区六本木六丁目10番１号) 

4,175 100.00

計 ― 4,175 100.00

 

⑧ 第４回第四種優先株式 

(平成17年３月31日現在) 

氏名又は名称 住所 
所有株式数

(株) 
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

ジーエスエスエム ホールディ
ングコーポレーション 
(常任代理人 ゴールドマン・
サックス証券会社 東京支店) 

85 BROAD STREET, NEW YORK, NY  
10004,U.S.A. 
(東京都港区六本木六丁目10番１号) 

4,175 100.00

計 ― 4,175 100.00

 

⑨ 第５回第四種優先株式 

(平成17年３月31日現在) 

氏名又は名称 住所 
所有株式数

(株) 
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

ジーエスエスエム ホールディ
ングコーポレーション 
(常任代理人 ゴールドマン・
サックス証券会社 東京支店) 

85 BROAD STREET, NEW YORK, NY  
10004,U.S.A. 
(東京都港区六本木六丁目10番１号) 

4,175 100.00

計 ― 4,175 100.00
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⑩ 第６回第四種優先株式 

(平成17年３月31日現在) 

氏名又は名称 住所 
所有株式数

(株) 
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

ジーエスエスエム ホールディ
ングコーポレーション 
(常任代理人 ゴールドマン・
サックス証券会社 東京支店) 

85 BROAD STREET, NEW YORK, NY  
10004,U.S.A. 
(東京都港区六本木六丁目10番１号) 

4,175 100.00

計 ― 4,175 100.00

 

⑪ 第７回第四種優先株式 

(平成17年３月31日現在) 

氏名又は名称 住所 
所有株式数

(株) 
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

ジーエスエスエム ホールディ
ングコーポレーション 
(常任代理人 ゴールドマン・
サックス証券会社 東京支店) 

85 BROAD STREET, NEW YORK, NY  
10004,U.S.A. 
(東京都港区六本木六丁目10番１号) 

4,175 100.00

計 ― 4,175 100.00

 

⑫ 第８回第四種優先株式 

(平成17年３月31日現在) 

氏名又は名称 住所 
所有株式数

(株) 
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

ジーエスエスエム ホールディ
ングコーポレーション 
(常任代理人 ゴールドマン・
サックス証券会社 東京支店) 

85 BROAD STREET, NEW YORK, NY  
10004,U.S.A. 
(東京都港区六本木六丁目10番１号) 

4,175 100.00

計 ― 4,175 100.00

 

⑬ 第９回第四種優先株式 

(平成17年３月31日現在) 

氏名又は名称 住所 
所有株式数

(株) 
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

ジーエスエスエム ホールディ
ングコーポレーション 
(常任代理人 ゴールドマン・
サックス証券会社 東京支店) 

85 BROAD STREET, NEW YORK, NY  
10004,U.S.A. 
(東京都港区六本木六丁目10番１号) 

4,175 100.00

計 ― 4,175 100.00

 

⑭ 第10回第四種優先株式 

(平成17年３月31日現在) 

氏名又は名称 住所 
所有株式数

(株) 
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

ジーエスエスエム ホールディ
ングコーポレーション 
(常任代理人 ゴールドマン・
サックス証券会社 東京支店) 

85 BROAD STREET, NEW YORK, NY  
10004,U.S.A. 
(東京都港区六本木六丁目10番１号) 

4,175 100.00

計 ― 4,175 100.00
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⑮ 第11回第四種優先株式 

(平成17年３月31日現在) 

氏名又は名称 住所 
所有株式数

(株) 
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

ジーエスエスエム ホールディ
ングコーポレーション 
(常任代理人 ゴールドマン・
サックス証券会社 東京支店) 

85 BROAD STREET, NEW YORK, NY  
10004,U.S.A. 
(東京都港区六本木六丁目10番１号) 

4,175 100.00

計 ― 4,175 100.00

 

⑯ 第12回第四種優先株式 

(平成17年３月31日現在) 

氏名又は名称 住所 
所有株式数

(株) 
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

ジーエスエスエム ホールディ
ングコーポレーション 
(常任代理人 ゴールドマン・
サックス証券会社 東京支店) 

85 BROAD STREET, NEW YORK, NY  
10004,U.S.A. 
(東京都港区六本木六丁目10番１号) 

4,175 100.00

計 ― 4,175 100.00

 

⑰ 第13回第四種優先株式 

(平成17年３月31日現在) 

氏名又は名称 住所 
所有株式数

(株) 
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

ジェイピーモルガン・チェー
ス・バンク・ロンドン(エスエ
ムエフジー・ファイナンス(ケ
イマン)リミテッド代理人) 
(常任代理人 株式会社三井住
友銀行 事務管理部) 

TRINITY TOWER 9, THOMAS MORE  
STREET, LONDON, E1W 1YT , ENGLAND 
(東京都中央区日本橋小伝馬町13番６
号 友泉大伝馬町ビル) 

107,087 100.00

計 ― 107,087 100.00

 

⑱ 第１回第六種優先株式 

(平成17年３月31日現在) 

氏名又は名称 住所 
所有株式数

(株) 
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

住友生命保険相互会社 東京都中央区築地七丁目18番24号 23,334 33.33

日本生命保険相互会社 大阪市中央区今橋三丁目５番12号 20,000 28.57

三井生命保険株式会社 東京都千代田区大手町一丁目２番３号 16,667 23.81

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川二丁目27番２号 10,000 14.29

計 ― 70,001 100.00

(注) １ 当社が所有する自己株式404,503.97株(普通株式)は、上記の表に含めておりません。 

２ フィデリティ投信株式会社から平成15年10月14日付で株券等の大量保有の状況に関する大量保有報告書

の提出があり、平成15年９月30日現在で以下の普通株式を保有している旨の報告を受けましたが、当社と

して当事業年度末日における実質所有株式数の確認ができないので、上記大株主の状況には含めておりま

せん。 
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  なお、大量保有報告書の内容は次のとおりであります。 

大量保有者名 フィデリティ投信株式会社 

保有株券等の数 298,948株 

株券等保有割合 5.16％ 

  また、平成16年10月15日付で株券等の大量保有の状況に関する変更報告書の提出がありましたが、保有

株券等の数並びに株券等保有割合に関する変更はありませんでした。 

３ 野村證券株式会社から平成16年９月15日付で株券等の大量保有の状況に関する大量保有報告書及び平成

16年10月27日付で当該報告書に対する訂正報告書の提出があり、平成16年８月31日現在で以下の普通株式

を保有している旨の報告を受けましたが、当社として当事業年度末日における実質所有株式数の確認がで

きないので、上記大株主の状況には含めておりません。 

  なお、訂正報告書の内容は次のとおりであります。 

大量保有者名 野村證券株式会社(他共同保有者４名) 

保有株券等の数 312,458株(共同保有者分を含む。潜在株式62株を含む。) 

株券等保有割合 5.39％ 

４ 株式会社りそなホールディングスから平成17年３月22日付で株券等の大量保有の状況に関する変更報告

書の提出があり、平成17年３月16日現在で普通株式及び優先株式を保有している旨の報告を受けました。

同変更報告書には株式会社整理回収機構が共同保有者として記載されており、同社の保有株式数の内容は

当社の当事業年度末における優先株式の株主名簿上の記載内容と一致しておりますが、それ以外の保有株

式数(全て普通株式)については、当社として当事業年度末日における実質所有株式数の確認ができないの

で、上記大株主の状況には含めておりません。 

  なお、変更報告書の内容(除く株式会社整理回収機構保有分)は次のとおりであります。 

大量保有者名 りそな信託銀行株式会社(他共同保有者１名) 

保有株券等の数 75,476株(共同保有者分を含む。) 

株券等保有割合 1.04％ 

５ ゴールドマン・サックス証券会社東京支店から平成17年４月14日付で株券等の大量保有の状況に関する

変更報告書の提出があり、平成17年３月31日現在で以下の普通株式を保有している旨の報告を受けました

が、当社として当事業年度末日における実質所有株式数の確認ができないので、上記大株主の状況には含

めておりません。 

  なお、変更報告書の内容は次のとおりであります。 

大量保有者名 ゴールドマン・サックス証券会社東京支店(他共同保有者４名) 

保有株券等の数 563,991株(共同保有者分を含む。潜在株式6,668株を含む。) 

株券等保有割合 7.69％ 
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(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

(平成17年３月31日現在) 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 
優先株式 

1,057,188
― (1)株式の総数等②発行済株式参照 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

(自己保有株式) 
普通株式 404,503

完全議決権株式(自己株式等) 
(相互保有株式) 
普通株式  6,777

― 
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

5,834,059
5,834,059

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式  (注)１，２

端株 
普通株式 

28,453.49
― 

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 (注)１,３,４

発行済株式総数 7,330,980.49 ― ― 

総株主の議決権 ― 5,834,059 ― 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」及び「端株」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ637株

(議決権637個)及び0.20株含まれております。 

２ 「完全議決権株式(その他)」の欄には、名義人以外からの株券喪失登録のある株式が１株(議決権１個)

含まれております。 

３ 「端株」の欄には、当社所有の自己株式0.97株が含まれております。 

４ 「端株」の欄には、株主名簿上は株式会社三井住友銀行名義となっておりますが、実質的に保有してい

ない株式が0.60株含まれております。 

 

② 【自己株式等】 

(平成17年３月31日現在) 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数

(株) 

他人名義
所有株式数

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

株式会社三井住友 
フィナンシャルグループ 

東京都千代田区有楽町 
一丁目１番２号 

404,503 ― 404,503 6.44

大和証券エスエムビーシー
株式会社 

東京都千代田区丸の内 
一丁目８番１号 

6,777 ― 6,777 0.10

計 ― 411,280 ― 411,280 6.55

(注) 「発行済株式総数に対する所有株式数の割合(％)」の発行済株式総数は、発行済普通株式の総数でありま

す。 
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(7) 【ストックオプション制度の内容】 

当社は、株式会社三井住友銀行が平成14年６月27日開催の第１期定時株主総会の特別決議によっ

て発行した商法第280条ノ20及び同法第280条ノ21の規定に基づく新株予約権方式によるストックオ

プション制度を承継いたしました。なお、上記新株予約権に係る義務を当社が承継することについ

ては、同行の平成14年９月26日開催の第１回第一種優先株式、第２回第一種優先株式及び第五種優

先株式に係る種類株主総会並びに平成14年９月27日開催の臨時株主総会(普通株式に係る種類株主総

会を兼ねる。)において承認可決されました。 

当該制度の内容は、次のとおりであります。 
 

決議年月日 平成14年６月27日 

付与対象者の区分及び人数 当社及び当社子会社の役職員 677人 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。 

新株予約権の目的となる株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

(注) 決議年月日は、株式会社三井住友銀行における発行決議日を記載しております。 

 

２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類】 普通株式 

イ【定時総会決議による買受けの状況】 

(平成17年６月29日現在) 

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

定時株主総会での決議状況 
(―年―月―日決議) 

― ― 

前決議期間における取得自己株式 ― ― 

残存授権株式の総数及び価額の総額 ― ― 

未行使割合(％) ― ― 

 

ロ【子会社からの買受けの状況】 

(平成17年６月29日現在) 

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

取締役会での決議状況 
(―年―月―日決議) 

― ― 

前決議期間における取得自己株式 ― ― 

残存決議株式数及び価額の総額 ― ― 

未行使割合(％) ― ― 
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ハ【取締役会決議による買受けの状況】 

(平成17年６月29日現在) 

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

取締役会での決議状況 
(平成16年９月30日決議) 

上限  405,000 上限  270,000,000,000

前決議期間における取得自己株式 400,805 267,737,740,000

残存決議株式数及び価額の総額 4,195 2,262,260,000

未行使割合(％) 1.03 0.83

 

ニ【取得自己株式の処理状況】 

(平成17年６月29日現在) 

区分 処分、消却又は移転株式数(株) 処分価額の総額(円) 

新株発行に関する手続きを準用する
処分を行った取得自己株式 

― ― 

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― 

合併、株式交換、会社分割に係る 
取得自己株式の移転 

― ― 

 

ホ【自己株式の保有状況】 

(平成17年６月29日現在) 

区分 株式数(株) 

保有自己株式数 400,805

 

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

(平成17年６月29日現在) 

区分 株式の種類 株式数(株) 価額の総額(円) 

普通株式 上限  500,000 上限 300,000,000,000

第一種優先株式 上限   35,000 上限 300,000,000,000

第二種優先株式 上限  100,000 上限 300,000,000,000

第三種優先株式 上限  695,000 上限 300,000,000,000

自己株式取得に係る決議 
 
 
 
 
 
 
 
 ― 合算上限 1,330,000 合算上限 300,000,000,000

(注) １ 第一種優先株式、第二種優先株式及び第三種優先株式につきましては、株主である株式会社整理回収機

構から取得するものとしております。 

２ 当該授権株式数のうち、普通株式の授権株式数を当定時株主総会終結日現在の発行済普通株式数で除し

た割合は6.97％、優先株式の授権株式数を当定時株主総会終結日現在の各種優先株式の発行済株式総数で

除した割合は86.08％であります。 

  なお、当定時株主総会終結日現在の発行済普通株式数並びに各種優先株式の発行済株式総数には、平成

17年６月１日から当定時株主総会終結日までの優先株式の転換による株式数の増減及び新株予約権の行使

により発行された株式数は含まれておりません。 
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３ 【配当政策】 

当社は、銀行持株会社としての公共性に鑑み、健全経営確保の観点から、当社グループ全体の内部

留保の充実に留意しつつ、グローバルスタンダードに基づく株主重視の考え方に則った利益配分を行

う方針であります。 

当事業年度の期末配当につきましては、当期の連結業績や引き続き厳しい経済金融環境などを勘案

し、当社グループ全体の内部留保の充実に意を用いていく必要がありますが、安定した配当を維持す

るため、普通株式は前事業年度末と同じく１株当たり3,000円といたしました。また、各種優先株式は、

それぞれ所定の金額といたしました。 

なお、中間配当は実施しておりません。 

 

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近３年間の事業年度別最高・最低株価】 

① 普通株式 

 

回次 第１期 第２期 第３期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 

最高(円) 452,000 780,000 854,000

最低(円) 206,000 162,000 599,000

(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

 

② 優先株式 

各種優先株式は、いずれも証券取引所に上場されておりません。 

 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

① 普通株式 

 

月別 平成16年10月 11月 12月 平成17年１月 ２月 ３月 

最高(円) 701,000 744,000 751,000 745,000 730,000 754,000

最低(円) 632,000 666,000 693,000 708,000 678,000 716,000

(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

 

② 優先株式 

各種優先株式は、いずれも証券取引所に上場されておりません。 
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５ 【役員の状況】 

(平成17年６月30日現在) 

役名及び職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数

(株) 

昭和43年４月 株式会社住友銀行入行 

平成６年６月 同取締役 

平成10年11月 同常務取締役 

平成11年６月 同常務取締役兼常務執行役員 

平成13年１月 同専務取締役兼専務執行役員 

平成13年４月 株式会社三井住友銀行専務取締役兼専務執行役
員 

平成14年12月 同取締役辞任 

平成14年12月 株式会社三井住友フィナンシャルグループ専務
取締役 

平成15年６月 同取締役退任 
株式会社三井住友銀行副頭取兼副頭取執行役員 

取締役会長 
(代表取締役) 

奥   正 之 昭和19年12月２日生

平成17年６月 株式会社三井住友フィナンシャルグループ取締
役会長(現職) 
株式会社三井住友銀行頭取兼最高執行役員 
(現職) 

18

昭和44年４月 株式会社三井銀行入行 
平成９年６月 株式会社さくら銀行取締役 
平成11年６月 同取締役辞任 
平成11年６月 同執行役員 
平成12年４月 同常務執行役員 
平成12年６月 同常務取締役兼常務執行役員 
平成13年４月 株式会社三井住友銀行常務取締役兼常務執行役

員 
平成15年３月 株式会社三井住友銀行(旧商号株式会社わかし

お銀行)常務取締役兼常務執行役員 
平成15年６月 株式会社三井住友フィナンシャルグループ専務

執行役員 
株式会社三井住友銀行専務取締役兼専務執行役
員 

平成16年４月 株式会社三井住友フィナンシャルグループ副社
長執行役員 

平成16年６月 株式会社三井住友銀行取締役辞任 
平成16年６月 株式会社三井住友フィナンシャルグループ取締

役副社長 

取締役社長 
(代表取締役) 

北 山 禎 介 昭和21年10月26日生

平成17年６月 同取締役社長(現職) 
株式会社三井住友銀行取締役会長(現職) 

8

昭和45年４月 株式会社神戸銀行入行 

平成10年６月 株式会社さくら銀行取締役 

平成11年６月 同取締役辞任 

平成11年６月 同執行役員 

平成12年４月 同常務執行役員 

平成13年４月 株式会社三井住友銀行常務執行役員 

平成15年３月 株式会社三井住友銀行(旧商号株式会社わかし
お銀行)常務執行役員 

平成15年６月 同常務取締役兼常務執行役員 

平成16年４月 同専務取締役兼専務執行役員 

取締役副社長 
(代表取締役) 

楠   守 雄 昭和21年11月４日生

平成17年６月 同取締役退任 
株式会社三井住友フィナンシャルグループ取締
役副社長(現職) 

10

昭和45年４月 株式会社住友銀行入行 

平成９年６月 同取締役 

平成11年６月 同取締役辞任 

平成11年６月 同執行役員 

平成13年１月 同常務執行役員 

平成13年４月 株式会社三井住友銀行常務執行役員 

平成14年12月 株式会社三井住友フィナンシャルグループ総務
部長 

平成15年３月 株式会社三井住友銀行(旧商号株式会社わかし
お銀行)常務執行役員 

平成15年６月 株式会社三井住友フィナンシャルグループ取締
役(現職) 
株式会社三井住友銀行常務取締役兼常務執行役
員 

平成16年４月 同専務取締役兼専務執行役員 

取締役 平 澤 正 英 昭和22年９月15日生

平成17年６月 同副頭取兼副頭取執行役員(現職) 

15
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役名及び職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数

(株) 

昭和46年６月 株式会社三井銀行入行 

平成12年４月 株式会社さくら銀行執行役員 

平成13年４月 株式会社三井住友銀行執行役員 

平成14年６月 同常務執行役員 

平成15年３月 株式会社三井住友銀行(旧商号株式会社わかし

お銀行)常務執行役員 

平成16年４月 同常務取締役兼常務執行役員 

平成17年６月 同専務取締役兼専務執行役員(現職) 

取締役 西 山   茂 昭和23年３月４日生

平成17年６月 株式会社三井住友フィナンシャルグループ取締

役(現職) 

13

昭和48年４月 株式会社住友銀行入行 

平成12年４月 同財務企画部長 

平成13年４月 株式会社三井住友銀行財務企画部長 

平成14年６月 同経営企画部長 

平成14年６月 同執行役員 

平成14年12月 株式会社三井住友フィナンシャルグループ企画

部長 

平成15年３月 株式会社三井住友銀行(旧商号株式会社わかし

お銀行)執行役員 

平成16年１月 同常務執行役員経営企画部長委嘱 

平成16年４月 同常務執行役員(現職) 

平成16年６月 株式会社三井住友フィナンシャルグループ常務

執行役員 

取締役 種 橋 潤 治 昭和25年７月22日生

平成17年６月 同取締役(現職) 

10

昭和37年12月 アーサーアンダーセン入社 

昭和61年９月 同社日本代表 

英和監査法人 統括代表 

平成３年10月 井上斎藤英和監査法人 理事長 

平成５年10月 朝日監査法人 専務理事 

アーサーアンダーセン 日本副代表 

平成11年５月 朝日監査法人 専務理事退任 

平成11年６月 同社退職 

アーサーアンダーセン退職 

平成11年６月 株式会社住友銀行取締役 

平成13年４月 株式会社三井住友銀行取締役 

平成14年12月 同取締役辞任 

平成14年12月 株式会社三井住友フィナンシャルグループ取締

役(現職) 

取締役 山 内 悦 嗣 昭和12年６月30日生

平成17年６月 株式会社三井住友銀行取締役(現職) 

―

昭和41年４月 弁護士登録(現職) 

昭和54年４月 古賀・吉川・山川・中川法律事務所パートナー

(現職) 

(昭和59年４月) (上記事務所の名称を「古賀総合法律事務所」

と改称) 

平成３年９月 ミシガン大学ロースクール客員教授 

平成４年10月 同大学ロースクール客員教授退任 

平成13年６月 株式会社三井住友銀行取締役 

平成14年12月 同取締役辞任 

平成14年12月 株式会社三井住友フィナンシャルグループ取締

役(現職) 

取締役 山 川 洋一郎 昭和16年７月21日生

平成17年６月 株式会社三井住友銀行取締役(現職) 

―
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役名及び職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数

(株) 

昭和45年５月 株式会社住友銀行入行 

平成９年６月 同取締役 

平成11年６月 同取締役辞任 

平成11年６月 同執行役員 

平成13年１月 同常務執行役員 

平成13年４月 株式会社三井住友銀行常務執行役員 

平成15年３月 株式会社三井住友銀行(旧商号株式会社わかし

お銀行)常務執行役員 

平成15年６月 株式会社三井住友フィナンシャルグループ常務

執行役員 

平成15年６月 株式会社三井住友フィナンシャルグループ常務

取締役 

平成16年４月 同専務取締役 

常任監査役 石 田 浩 二 昭和22年６月22日生

平成17年６月 同取締役退任 

同常任監査役(現職) 

株式会社三井住友銀行監査役(現職) 

21

昭和47年４月 株式会社三井銀行入行 

平成12年４月 株式会社さくら銀行執行役員 

平成13年４月 株式会社三井住友銀行執行役員 アジア本部長

委嘱 

平成15年３月 株式会社三井住友銀行(旧商号株式会社わかし

お銀行)執行役員 アジア本部長委嘱 

平成15年６月 同執行役員 

常任監査役 小 林 貞 雄 昭和24年６月９日生

平成15年６月 株式会社三井住友フィナンシャルグループ常任

監査役(現職) 

株式会社三井住友銀行監査役(現職) 

18

昭和28年４月 京都地方裁判所判事補任官 

昭和63年２月 最高裁判所事務総長 

平成元年11月 東京高等裁判所長官 

平成３年５月 最高裁判所判事 

平成10年９月 退官 

平成10年11月 弁護士登録(現職) 

平成12年６月 株式会社住友銀行監査役 

平成13年４月 株式会社三井住友銀行監査役 

平成14年12月 株式会社三井住友フィナンシャルグループ監査

役(現職) 

監査役 大 西 勝 也 昭和３年９月10日生

平成15年３月 株式会社三井住友銀行(旧商号株式会社わかし

お銀行)監査役(現職) 

―

昭和29年４月 東京電力株式会社入社 

平成５年６月 同社取締役社長 

平成11年６月 同社取締役会長 

平成14年９月 同社顧問(現職) 
監査役 荒 木   浩 昭和６年４月18日生

平成16年６月 株式会社三井住友フィナンシャルグループ監査

役(現職) 

―

昭和34年３月 日本生命保険相互会社入社 

平成９年４月 同社代表取締役社長 

平成17年４月 同社代表取締役会長(現職) 監査役 宇 野 郁 夫 昭和10年１月４日生

平成17年６月 株式会社三井住友フィナンシャルグループ監査

役(現職) 

―

計 113

(注) １ 取締役 山内悦嗣、同 山川洋一郎の両氏は、商法第188条第２項第７号ノ２に定める社外取締役の要

件を満たしております。 

２ 監査役 大西勝也、同 荒木 浩、同 宇野郁夫の３氏は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に

関する法律」第18条第１項に定める社外監査役の要件を満たしております。 
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社及びグループ各社では、コーポレート・ガバナンスの強化・充実を経営上の最優先課題のひ

とつと位置づけており、以下の「経営理念」及び「ビジネス・エシックス(企業倫理)」の遵守を通

じて、健全経営の堅持、株主価値の永続的な向上、社会の健全な発展への貢献等の実現に努めてお

ります。 

 

 (経営理念) 

○お客さまに、より一層価値あるサービスを提供し、お客さまと共に発展する。 

○事業の発展を通じて、株主価値の永続的な増大を図る。 

○勤勉で意欲的な社員が、思う存分にその能力を発揮できる職場を作る。 

 

 (ビジネス・エシックス(企業倫理)) 

○お客さま本位の徹底 

私たちは、お客さまに支持される企業集団を目指します。 

そのために、常にお客さまのニーズに合致するサービスが何かを考え、最良のサービスを提供

することにより、お客さまの満足と信頼を獲得します。 

○健全経営の堅持 

私たちは、自己責任原則に基づき、公正、透明かつ健全な経営を堅持する企業集団を目指しま

す。 

そのために、株主、お客さま、社会等のステークホルダーとの健全な関係を維持しつつ、効率

性と長期的視点に立った業務運営、適時かつ正確な情報開示を通じ、持続的な成長と健全な財

務体質を堅持します。 

○社会発展への貢献 

私たちは、社会の健全な発展に貢献する企業集団を目指します。 

そのために、企業の公共的使命と社会的責任を自覚し、広く内外経済・産業の安定的な発展に

貢献する業務運営に努めると共に、「良き企業市民」として社会貢献に努めます。 

○自由闊達な企業風土 

私たちは、役職員が誇りを持ちいきいきと働ける企業集団を目指します。 

そのために、人間性を尊重すると共に、高い専門性を持つ人材を育成し、もって、自由闊達な

企業風土を醸成します。 

○コンプライアンス 

私たちは、常にコンプライアンスを意識する企業集団を目指します。 

そのために、私たちは、業務の遂行において常に、私たちのビジネス・エシックス(企業倫理)

を意識すると共に、監査や検査の指摘に対する速やかな行動を確保し、もって、法令諸規則や

社会の良識に則した企業集団を確立します。 
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(2) 会社の機関・内部統制システム 

（役員の状況） 

当社では監査役制度を採用しております。 

役員は取締役８名、監査役５名の体制となっており、このうち取締役２名、監査役３名は社外

からの選任であります(平成17年６月末現在)。 

社外取締役には、当社の業務執行の適法性確保の観点から、専門家(公認会計士・弁護士)を選

任しております。 

 

（取締役会の運営） 

取締役会は原則として月１回開催されておりますが、取締役会の議長には取締役会長が就任、

業務全般を統括する取締役社長との分担を図っております。 

また、取締役会の機能を補完するため、取締役会の内部には「監査委員会」、「リスク管理委

員会」、「報酬委員会」及び「人事委員会」という４つの委員会を設けておりますが、社外取締

役はすべての内部委員会の委員(監査委員会及び報酬委員会は社外取締役が委員長)に就任してお

り、業務執行から離れた客観的な審議が行われる体制を構築しております。 

 

○監査委員会(平成17年６月29日付新設) 

グループ全体の内部監査に関する重要な事項を審議します。 

○リスク管理委員会(必要に応じて随時開催) 

グループ全体のリスク管理及びコンプライアンスに関する重要な事項を審議します。 

○報酬委員会(必要に応じて随時開催) 

当社及び株式会社三井住友銀行の取締役及び執行役員に関する次の事項等を審議します。 

・報酬及び賞与に関する事項 

・その他報酬に関する重要事項 

○人事委員会(必要に応じて随時開催) 

当社及び株式会社三井住友銀行の取締役に関する次の事項等を審議します。 

・取締役候補者の選定に関する事項 

・役付取締役の選任及び代表取締役の選任に関する事項 

・その他取締役の人事に関する重要事項 
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（業務執行） 

取締役会の下に、グループ全体の業務執行及び経営管理に関する最高意思決定機関として「グ

ループ経営会議」を設置しております。同会議は取締役社長が主宰し、取締役社長が指名する役

員によって構成されます。業務執行上の重要事項等については、取締役会で決定した基本方針に

基づき、グループ経営会議を構成する役員間で行った協議を踏まえて採否を決定したうえで執行

しております。さらに、グループ経営会議の一部として「内部監査会議」を設置し、グループ経

営会議を構成する役員に内部監査部署の長を加え、監査に関する事項の協議を行っております。 

また、グループ各社の業務計画に関する事項については、「グループ戦略会議」を設け、当社

及びグループ各社の経営レベルで意見交換・協議・報告を行っております。さらに、三井住友カ

ード株式会社、三井住友銀リース株式会社及び株式会社日本総合研究所の３社については、当社

の各社所管部担当役員が非常勤取締役に就任、社外取締役として業務執行状況の監督を行ってお

ります。 

 

（経営監視の仕組み） 

監査役は、取締役会をはじめとした当社の重要な会議に出席し、取締役等から営業の報告を受

けるとともに、重要な決裁書類等の閲覧、内部監査部署や子会社、会計監査人からの報告聴取等

を通じて、当社・子会社の業務執行状況の監査を実施しております。 

当社では、取締役会が株主利益の観点から業務執行を監督するのとは別に、業務執行において

も自ら客観的な内部監査を実施すべく、業務ラインから独立した監査部を設置しております。平

成17年３月末現在の監査部の人員は、21名(株式会社三井住友銀行との兼務者７名及び株式会社日

本総合研究所との兼務者１名を含む(注１))となっております。 

監査部は、グループの最適経営に資するため、グループの業務運営の適切性や資産の健全性の

確保を目的として、当社各部に対する内部監査を実施し、コンプライアンスやリスク管理を含む

内部管理態勢の適切性・有効性を検証しております。また、グループ各社の内部監査機能を統括

し、グループ各社の内部監査実施状況のモニタリングを通じ、各社の内部管理態勢の検証を行う

とともに、必要に応じてグループ各社に対する監査を実施しております。これらの結果について

は、取締役会及びグループ経営会議に対して定例的に報告を行っております。 

監査部では、内部監査に関する国際的な団体である内部監査人協会 (注２)の基準に則った監査

手法を導入し、リスクの種類・程度に応じたリスクベース監査を行うとともに、これをグループ

各社にも展開しております。また、監査役、監査部及び会計監査人は、必要に応じて情報交換を

行うことにより、適切な監査を行うための連携強化に努めております。 

 
(注) １ 当社の直接出資子会社５社における内部監査部署の人員は、次のとおりであります。 

 (1) 株式会社三井住友銀行 

   368名(当社との兼任者７名を含む) 

 (2) 三井住友カード株式会社、三井住友銀リース株式会社、株式会社日本総合研究所及びSMFG企業再

生債権回収株式会社 

    53名(当社との兼任者１名を含む) 

２ 内部監査人協会(The Institute of Internal Auditors, Inc.(IIA)) 

  内部監査人協会とは、内部監査人の専門性向上と職業的地位確立を目指し、1941年に米国で設立

された団体です。内部監査に関する理論・実務の研究を行っている他、内部監査の国際的資格であ

る「公認内部監査人(CIA)」の試験開催及び認定を行っています。 
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（会計監査の状況） 

当社はあずさ監査法人との間で監査契約を締結し、会計監査を受けております。当期において

業務を執行した公認会計士の氏名及び会計監査業務に係る補助者の構成は以下のとおりでありま

す。なお、継続監査年数については７年以内であるため、記載を省略しております。 

 

業務を執行した公認会計士の氏名 

指定社員  業務執行社員 佐藤正典、沼野廣志、髙波博之 

会計監査業務に係る補助者の構成 

公認会計士 10名、会計士補 11名、その他 1名 

 

（コンプライアンス） 

当社では、コンプライアンスの確保を当社グループの重要経営課題と位置づけ、グループ全体

の健全かつ適切な業務運営を確保する観点から、次のようなコンプライアンス体制を整備し、そ

の充実を図っております。 

 

○取締役会・グループ経営会議 

取締役会・グループ経営会議では、コンプライアンスに関する重要な事項の決定を行うととも

に、関連施策の進捗を把握し、必要に応じて、適宜指示を行っております。 

○コンプライアンス委員会 

コンプライアンス担当役員、関連部長のほか、諮問委員として外部有識者が参加する「コンプ

ライアンス委員会」を設置し、グループ全体のコンプライアンス強化等に関する事項を審議し

ております。 

 

（ＣＳＲへの取組み） 

当社は、ＣＳＲへの取組みを強化するため、平成17年４月１日付で「グループＣＳＲ委員会」

を設置しました。グループＣＳＲ委員会では、企画部担当役員を委員長として、社会貢献、環境

活動を含む、グループ全体のＣＳＲ活動に関する事項を協議してまいります。 

 

（情報開示） 

当社は、適時適切な情報開示を実施するため、平成17年５月２日付で「情報開示委員会」を設

置しました。情報開示委員会では、財務部担当役員を委員長として、情報開示に係る内容の適正

性及び内部統制の有効性・改善策に関する事項を協議してまいります。 

 

(3) 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係

の概要 

社外取締役である山内悦嗣氏は公認会計士であり、また同じく社外取締役である山川洋一郎氏は

弁護士であり、ともに当社との間に特別な利害関係はございません。 

社外監査役である大西勝也氏は弁護士であり、当社との間に特別な利害関係はございません。 

社外監査役である荒木浩氏は東京電力株式会社の顧問であり、社外監査役である宇野郁夫氏は日

本生命保険相互会社の取締役会長でありますが、いずれも当社との間に特別な利害関係はございま

せん。 

なお、当社及び当社グループ会社は、東京電力株式会社及び日本生命保険相互会社と通常の営業

取引がございます。 
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(4) 役員報酬の内容 

当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は、次のとおりであります。 

① 取締役に対する報酬 

124百万円 

 

② 監査役に対する報酬 

37百万円 

 

(5) 監査報酬の内容 

当社の会計監査人であるあずさ監査法人に対する当社及び連結子会社の報酬は、次のとおりであ

ります。 

① 公認会計士法(昭和23年法律第103号)第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 

461百万円 

 

② 上記以外の業務に基づく報酬 

30百万円 

 


